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序 奏
「トロイメライ」はシューマンの『子供の情景』というピアノ曲集の中
で最もポピュラーで美しい一曲である。ドイツ語で「夢」はトラウム
（Traum）であり，学問的にはフロイト精神分析学の重要な研究対象でも
あった。それに対して，トロイメライ（Träumerei）は誠に幻想的で，い
わば夢幻曲，和訳としては「夢想に耽ること」とでも言ったらよいであろ
う。昼の夢想ならば白日夢である。夢は幻想なのか，それとも現実の一部
なのか，願望の反映なのか，夢という正体はいまだに解明されていない。
夢は子供が見る他愛のないものから，古今東西の征服者たちが歴史の流れ
の中で見た巨大かつ宿命的なものに至るまで，その範囲には限りがない。
征服者たちの夢は，アレクサンダー大王の夢からヒトラーの夢に至るまで，
それは現実世界を恐怖と殺戮の場に陥れもした。それは夢というよりも，
誇大妄想の現実化とでもいうべきものである。「子供の情景」が「征服者
の情景」に転化するとき，幻想的な夢見る魂は，野心的な夢見る欲望に変
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容していく。
2013年月にアメリカ訪問を果たした中国の習近平国家主席は，オバマ
大統領との延べ時間にも及ぶ会談とその後の記者会見の中で，「中華民
族の夢」を語った。アメリカン・ドリームという言葉がある。歴史を持た
ない植民・移民国家として出発した新生アメリカは，最初から伝統・因
習・階級とは無縁の国家であった。アメリカン・ドリームは，アメリカ市
民ならば誰でもが巨万の富を得ることができるかもしれないという期待の
夢，しかも幻想ではなくそれを現実化することができた「アメリカの情
景」そのものであった。黒人の公民権運動のリーダーとなったマーティ
ン＝ルーサー・キング牧師の有名なフレーズI have a dream（1963年
月のワシントン大行進での演説）は，人種差別撤廃と平等を求める黒人の
夢を代弁し，後に大統領に立候補したオバマを精神的に支える言葉の一つ
となった。それに対して習近平中国共産党総書記・国家主席が語る偉大な
中華民族の夢とは，個人としての中国人一人ひとりのチャイニーズ・ドリ
ームではなく，中華国家・中華民族世界 No.1の快挙を五星紅旗で飾ろう
とする広大な夢であろう。そして，これこそが今日の中国最高指導部の国
際感覚に強く働きかけている「中国の情景」である。
本論考は，現中国国家が如何なる戦略を編み出し，如何なる行動を展開
しようとしているのかを探る一つの試みである。ピアノの鍵盤を「中南
海」に模し，十指が動くままに独想のトロイメライを演奏してみたい。中
南海とは，北京の故宮（紫禁城）の西側に位置し，中国共産党中央と政府
が居を構える，厚いヴェールに閉ざされた神秘の司令塔空間である。現在
と将来の中国の運命に関わる総ての重要な決定と命令は，この中南海とい
う名の神殿から発せられる。否，中国だけではない。世界の運命を左右す
るようなご神託もこの中南海より出（いづ）るのである。
夢とは何か。それは睡眠中の幻覚である。トロイメライは夢想に耽る情
景であることは既に述べた。しかし，本論考が語ろうとしているのは，睡
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眠中の幻の情景ではなく，真昼の夢，真昼の「政夢」，目標に向かって
着々と駒を進める中華帝国のトロイメライである。それは習近平中国の白
日夢を筆者の白昼夢が追跡しつつ，歴史の文脈から現在を垣間見ようとす
る一つのグローバル夢物語である。
習近平の三本の矢
第回オバマ・習会談で習近平国家主席がオバマ大統領に向けて放った
三本の矢は，「大国」・「太平洋」・「中華大民族の夢」という三つの政治的
メッセージであった。この三本の矢をオバマが胸にしかと受けて止めてく
れれば，習近平は諸手を挙げて中南海に凱旋することができるというもの
であった。そして，オバマがその三本の矢をむげに払いのけたという情報
はない。二大国による舞台裏の競演は共同記者会見では共演となって，ゲ
ストの習はホストのオバマと米中友好の酌を交わしたかのようにも見えた。
貧しい人口大国に過ぎなかった中国は，1980年代に入り本格的に始まっ
た鄧小平の改革開放政策以来，驀進的な右上がりの経済・軍事成長を成し
遂げてきた。そして，20世紀から21世紀を跨いで約35年が経った今日，中
国を大国として認めない国家は世界には存在しない。大国の条件は，経済
力・軍事力・国際政治力という三つの巨大な力にプラスして，一定の人口
規模を必要とする。経済力世界第位，軍事力世界第位，国際政治力世
界第位，人口世界第位の中国は，アメリカに次ぐ第二の超大国に躍り
出た。習近平が何度も口にした大国という言葉をオバマは否定することは
できない。
習近平は，アメリカに対して大国としての中国の認証と，それに相応す
る政治的処遇を求めた。大国中国を除外して国際社会は機能しないこと，
大国中国を除外して世界経済，何よりもアメリカ経済は機能しないこと，
オバマの前任者ブッシュが夢想したアメリカ一国主義なるものは中国の超
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大国化によって儚くも風化されてしまったことなどを，習はオバマに示し
た。米中二つの超大国は平等であり，価値を等しくし，両首脳は世界に相
並ぶ最高リーダーであることを，中国はあえて国連の場で宣言する必要は
ない。習近平が中国の最高指導者になってわずかカ月後に国賓として丁
重に招かれたアメリカの地で，習は全世界に向けて大国中国のステータス
を発信したのである。習が唱える「新しいタイプの二大国関係」は，21世
紀前半の国際秩序を暗示する重大なキーワードである。習曰く，中米相和
し世界を統治す，これ楽しからずや。オバマ応えて曰く，朋あり遠方より
来たる，亦楽しからずや。テレビの画面で見る限り，オバマを直視する習
と，習から視線を反らすオバマの位相は対照的であった。
習が放った第二の矢は，日本の頭上を遥かに超えて太平洋上を東進する。
その矢の名は「中華西太平洋」。習の言葉は，わが国が見逃すことができ
ない重要な響きを持つ。曰く「広大な太平洋は二つの大国にとって十分な
空間がある」。中国はその長き歴史において，海洋国家であったことはな
かった。なるほど15世紀，明の永楽帝の時代に，宦官鄭和の大艦隊はイン
ド洋，ペルシャ湾を経てアフリカ東岸にまで達し，明の威光を南海諸国に
示した。これら諸国による明への朝貢がその証である。中華ナショナリズ
ムの歴史認識では，鄭和は大航海時代の元祖であり，コロンブスはその後
塵を拝したに過ぎない。しかし，鄭和の大遠征は一時期を象徴するに過ぎ
なかった。中国はその歴史において，大陸帝国に留まった。中国史におけ
る諸帝国の拡大は，漢民族とそれを取り巻く諸民族のせめぎ合い（漢夷関
係）の中で，アジア大陸内において展開されていった。
中国が海洋への進出を明確に打ち出したのは21世紀に入ってからである。
なるほど台湾の解放は，毛沢東以来今日までの一貫した大陸中国の国是で
あった。しかしそれは東シナ海と南シナ海の中間に位置する台湾を超える
ものではなかった。鄧小平の改革開放政策期でも，わずかに尖閣諸島の名
が出てきた程度である。海洋進出の意図が本格化したのは胡錦濤の時代に
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入ってからで，胡の後継者習近平はオバマとの会談の中で，太平洋進出へ
の明確な意図を初めて世界に発信したのである。
ここまでをひとまず整理しょう。三つの習のフレーズ「新しいタイプの
二大国関係」「広大な太平洋には二大国にとって十分な空間が存在する」
「新たな歴史の出発点」をつなぎ合わせるとき，習中国の狙いが明確にな
る。それは，伝統的に大陸帝国であった中国が，それに加えて海洋帝国へ
の変容を示唆したということである。太平洋には中国にとって重厚な利害
関係が存在する，その前哨戦である尖閣諸島を巡る日中の二国間紛争にア
メリカは口を出すことなかれ，手を出すことなかれ，というのが習のメッ
セージであった。かつてヒトラーは「生存圏の拡大」をドイツ国民に約束
した。それは，優秀なドイツ民族にとってドイツの土地は狭すぎる，なら
ば彼らの生存を保障するために東（スラブ民族の生存圏）に向かってドイ
ツ人の生存領域を拡大していかねばならない，というものであった。今日
の中国は広大とはいえ，14億の民を養うためには国内のエネルギー源・食
糧・鉱物資源だけでは十分ではない。高度成長の鈍化は民の欲求を充足せ
しめず，共産党政権の土台を危うくする。現存する中国領土を越えて内陸
への拡大は不可能であるとするならば，生存圏の拡大は東へ，海へ，太平
洋に向かう以外にない。
第三の矢である「中華民族の夢」について考えてみよう。中国は東アジ
アの大国として常に世界史の重要な一角を占めてきた。明治維新をもって
初めて世界史上に躍り出た日本とは歴史の重みという点で格段の違いがあ
る。中国の王朝は交代を続けながらも，帝国としての性格を一貫して保持
してきた。漢民族か，モンゴル族・満州族などの非漢民族か，いずれが王
朝の核になろうとも，諸民族を統合して「中華」という概念に包み込めば，
中国は一つである。辛亥革命を指揮した孫文は，中華民国の核に漢民族を
据えながらも，漢満蒙回蔵)の漢夷合体主義を強く提唱した。チベットや，
ムスリムの地である新疆ウイグルの独立運動が継続する今日，五族を合体
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した中華思想は，自主独立運動を分離主義者の策動として弾圧する口実に
することができる。そして，この中華思想は共産党政権に正統歴史認識と
して受け継がれてきた。
満州族を支配階層とする清朝の時代に，チベット，新疆ウイグル，モン
ゴルの一部，その他の地域が清帝国に併合された。ロシア帝国は東に，清
帝国は西に領土を拡大し，今日の広大な地域をその統治下に収めた。王朝
の継続性と，周辺地域併合の正当性を国是とする今日の共産党政権は，大
清帝国が手に入れた領土を放棄することはあり得ない。胡麻粒のような尖
閣諸島を日本が清国から強奪したと主張する中国は，かつて漢民族が支配
した領土よりも広大な非漢民族の領土を清帝国が強奪したことには一言も
ふれてはいない。
世界史における東アジアの雄として栄光ある帝国の過去を歩んだ中国は，
イギリスとのアヘン戦争で屈辱的な敗北を味わい，南京条約をもって香港
を失い，半植民地的地位に落とされた。日清戦争では，下関条約をもって
日本に対して台湾の割譲と，朝鮮半島における宗主権の放棄を強いられた。
日本による朝鮮半島の支配，満州事変，満州国の創設，日中戦争，国共合
作，日本の降伏，国共内戦，共産党の勝利，中華人民共和国の成立に至る
中国近現代史は誠に激動の時代を記している。戦乱によって荒廃した，極
度に貧しかった中国が，今日世界第二の大国に浮上するとは，改革開放政
策がスタートした時点でも，それを予測できた歴史家は皆無であったであ
ろう。大清帝国を中華帝国の最も拡大した時代とするならば，今日の共産
中国は第二の中華帝国と言ってもよい。近代において第一中華帝国の屈辱
と没落を体験した中国は，毛沢東によって中華帝国の再興を果たし，鄧小
平をもって世界帝国への第一歩を踏み出した。初めてのオバマ・習近平会
談で語られた中華民族の夢なるものの深層には何が隠されているのであろ
210
) 満は満州人，蒙はモンゴル人，回はイスラム教徒，蔵はチベット人を指す。公式
見解による中国の民族数は56であるが，その内漢民族は90％強を占めるとされる。
うか。それは China as number oneという王冠であろう。
国家は人間の本性を具現する
国家とは，一般的には領土・国民・主権を有し，その領域内住民に対し
て排他的権力を行使しうる組織・システムと定義づけられる。しかし，こ
こでまず述べようとするのは，一般的な国家の定義ではなく，国と国との
関係（国際関係）の中で，国家の意思と行動の裏に何が隠されているかと
いう根源的な問題である。国家は人間の集合体である以上，人間の本性を
反映する。嫉妬，苛め，虐待，復讐心，野心，競争心，名誉欲，出世欲，
支配欲，権力欲，暴力，物欲，裏切り，嘘，騙しなど数限りない，人間が
持つネガティブな本能を国家が集合的に具現するのは当然のことである。
人間とは何か。それは嘘をつく動物なのだ。だから国家も国際社会におい
て嘘をつき，騙し，他国を裏切るのである。他方，人間が持つポジティブ
な側面，例えば，善意，倫理，信頼，協調，援助，共栄，情け，労り，連
帯などは，人間社会においては広く見られるとはいえ，それらの属性は国
家間のせめぎ合いの中では埋没しがちである。事実，現実の世界において
は，協調，援助，共栄などの「善意」の裏には国家の利得が見え隠れする。
歴史体験によれば，人間のネガティブな側面こそ，国際社会において国家
エゴという形でしばしば表面に出てくるものである。
国家を性格づける性善説と性悪説の対置において，歴史体験における国
家間関係では，多くの場合性悪説が性善説を凌駕してきた。性善説は国家
間の理解，協調性に依拠して理想主義に傾く。今日性善説に彩られた最も
よい例は日本国憲法であろう。その前文には「日本国民は，恒久の平和を
念願し，人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚するのであって，
平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して，我らの安全と生存を保持し
ようと決意した」とある。「公正と信義に信頼して」という表現などは，
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日本語としては落第点であるが，マッカーサーから戴いた英文からの直訳
がそうせしめたのであろう。
それはそれとして，果たしてこの文章は現実世界の実態を反映している
のであろうか。かつて日本社会党は，冷戦たけなわの時代にあって，非武
装中立論を提唱した。非武装中立であれば諸国は日本に手を出さず，従っ
て平和を維持できると信じた超楽観主義もさることながら，社会主義国は
「平和愛好国」であるというイデオロギー的信仰が当時の社会党の「日本
全裸論」を支えたのである。外国の，あるいは近隣諸国の善意と信頼によ
って非武装国家の平和と安寧が維持されるという考え方は，憲法条項
の「戦力は保持せず，国の交戦権はこれを認めない」という内容にも関わ
ってくる。しかし，世界史を紐解けば，国家間の歴史は紛争，侵略，支配
の連続であったことが理解される。大国が小国に圧力を加え，侵略し，領
土を奪った例は世界史の主物語であった。また隣国同士で伝統的に友好関
係にあったという例は歴史上稀である。領土問題が隣国同士の紛争に大き
く関与しており，それは今日でも世界の至るところで見られる現象である。
軍は昔も今も，形を変えながらも国家の必要条件であり，あるいは必要悪
として存在する。今日でも，軍隊を保持しない国家は，ラテンアメリカの
小国，人口400万人台のコスタリカを置いてない。
しかし，皮肉なことに，日本国憲法は，当時アメリカの国益という観点
からは現実主義にもとづいていたのであって，アメリカは日本に対して決
して普遍的な理想主義憲法を授与したわけではない。日本が再び再軍備を
試みてアメリカに挑戦する機会を根元から絶つことは，当時のアメリカの
国益，即ちその安全保障に100％叶うように思われたのである。故にアメ
リカは戦勝国として，現憲法を敗戦国日本に強いたのであった。ところが
当初の意図から離れて，朝鮮戦争と米ソ冷戦の開始によって，アメリカに
とって現実主義（国益）にもとづいて起草された日本国憲法は，急速にそ
の価値を失う。逆に，反米的な日本の野党勢力は，日本国憲法を理想主義
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憲法として死守することになり，ここに逆転現象が起こる。ところで護憲
勢力が好んで使う「平和憲法」はミス・ネーミングである。戦力を保持し
ないということと平和はイコールではない。しかも，憲法で戦力を保持し
ないことを明言しているわが国には，不思議なことに立派な戦力である自
衛隊が存在する。自衛隊は近代的に装備された100％の軍隊である。だが，
その自衛隊の「合法性」なるものは，現「平和憲法」の超拡大的かつ詭弁
的解釈に依拠しているのだ。つまり，戦力である自衛隊は，時の政府の意
を汲んだ法制局長官の詭弁に左右されつつ，「平和憲法」から演繹された
存在なのである。
現憲法に「平和」という冠を結びつけるのは用語的な混乱を招く。日本
国憲法は日本国憲法そのものであって，それ以上でも，それ以下でもない。
専門的な諸法と異なり，少なくとも憲法は一般庶民が一読して，掛け値な
しに文字通り理解できるものであらねばならない。憲法ではいかなる戦力
をも保持しないことを誓い，現実には自衛隊という名の立派な軍隊が存在
し，その自衛隊を大方の国民が支持しているとすれば，憲法条は死文化
しているということである。論理的な明快な解決策は，戦力保持を憲法上
容認して私生児扱いされてきた自衛隊を嫡子として認証するか，それとも
自衛隊を解体し現条の文言を死守するか，そのいずれかであろう。欺瞞
に満ちた解釈プレーは憲法不信感を醸成する。
毛沢東中国は，その初期段階において，第三世界の盟主として「米帝国
主義」との戦いを外交・防衛の最大目標に掲げた。日本は米国の同盟国で
あり，日米安保条約は中国に敵対するものとして，中国的第三世界解放運
動の標的となった。ところがスターリンの死後中ソ対立が激しくなると，
ソ連は「社会帝国」として中国の最敵国に昇格される。中国はかつての不
倶戴天の敵国アメリカと和解し，アメリカは中国の対ソ戦略において重要
な後ろ盾にさえなった。その結果，毛沢東中国は，「日本軍国主義の復活」
を口にしないようになる。自衛隊は中国にとって突如危険な存在ではなく
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なり，日米安保条約は中国の安全保障にとって肯定的な性格にすら変貌す
る。中国の対外政策は，常に中国の国内政策を反映してきた。その時々の
中国指導部が判断する国益によって，近隣諸国は敵にもなり味方にもなり，
非難されたり，賞賛されたりして，翻弄されてきた。「日中友好」と「反
日」は中国にとって実はコインの裏表なのである。それを見抜くことは外
交のイロハなのであるが，国際政治に無垢な日本の政治家は日中友好の響
きに酔ってしまう。さて米ソ冷戦終焉後，中国の対米政策がふたたび変化
したことはいうまでもない。日中対立が高まっている今日，戦力不保持を
明記した日本国憲法は，中国にとって再び理想的憲法に変化している。国
益にもとづいた国際関係とは，本質的にそのようなものなのだ。
外交は，狐と狸の変化（へんげ）の世界を相手に，その正体を見極め，
国益を守るために英知を結集して事に当たらなければならない。勿論，嘘
と騙しだけが国際社会における歴史体験ではない。利害関係を中和した狐
狸（こり）同盟や利害関係を束ねたコンセール（concert）が時代の主流
になったことも少なくない。欧州五大国（英仏墺露普）を核としたウィー
ン体制はその一つのよい例であろう。そこには欧州列強の力の均衡と共通
の利害関係が併存していた。そして今日，さまざまな利害関係，政治体制，
価値観，文化が最大公約数をもって制度化された現国連は，騙しと駆け引
きのアリーナでありながらも，同時に諸国の対話と協調の空間，外交のサ
ロンとしても存在し続けている。
戦力放棄，平和外交，国連依存，国連協力，理性にもとづく国際平和社
会の建設などを核とする理想主義に対して，現実主義は人間個々人のエゴ
（自我）とそれから演繹される国家のエゴを正面から認め，その上に立っ
て平和のバランスをはかることを提唱してきた。勢力均衡論（balance of
power）は現実主義の一つの重要な古典的な分析手法であった。第二次世
界大戦後の現実主義の代表者と言われたハンス・モーゲンソーは，国際政
治の真髄を「国益」と「力」（パワー）という二つのキーワードで描いた。
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これを人間社会に当てはめてみよう。国益とは国家の利益である。その欲
求が昂じると，個人ならば自己中心主義，国家ならば自国中心主義に陥る。
個々の人間の行動パターンはエゴにもとづいており，自己を守ることを基
本にしてそれをより大きな集団に拡大していく。即ち，自分の家族を守る，
自分が働く職場を守る，自分が属する地域・国家を守る，といった具合で
ある。これは否定すべきものではなく，人間，厳密には総ての生物の自己
保護本能に由来するものである。国際社会，国家間関係の分析は，国家の
エゴを邪悪なもの（確かに醜いものではあるが）として排斥するのではな
く，それを当然のものとして認識することから出発しなければならない。
外交とは，国益を守る数々の策の総和であり，外交官は国益を守るアーテ
ィストである。そして，外交力の背景にあるのは，総合的なパワー（軍
事・経済・テクノロジー・知的財産・人口など）なのである。
国際政治における理想主義の文脈では，哲学者イマヌエル・カントの
『恒久平和論』を挙げねばならないであろう。カントは諸国家のパワーゲ
ームや勢力均衡論を排して世界平和を恒久化するために諸国家の連合体，
国際共同体の創設を提唱した。市民の理性にもとづく自由な共和国が共同
体を形成してこそ，恒久平和が実現されるというわけである。カントが日
本国憲法条に目を通すならば，躊躇なく賛辞を贈るに違いない。さらに
それを GHQが起草したことを知るならば，大いなる驚きを隠さないであ
ろう。しかし，現実の国際社会はケーニヒベルクの哲学者が描いた理想社
会からはあまりにも遠い。国際連盟は諸国のエゴにもとづくパワーゲーム
の戦場であったし，国際連盟よりも機能しているとはいえ今日の国際連合
も，カントの夢には遥かに及ばない。人間も国家も，理性や倫理によって
行動しているわけではないことは既に述べた。世界の共和国の大半には独
裁・半独裁・開発独裁型の政治体制が顕著である。日本の周辺を見ても，
共産党独裁体制の中国や，独特の社会主義を標榜する金王朝の北朝鮮が理
性や国際ルールに従って行動し，世界平和に貢献しようとしているとは到
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底考えられない。人間も国家も理想主義を捨ててはならないことは当然だ
としても，筆者は，カント的な理性に彩られた世界市民社会の実現は，や
はり偉大な哲学者の素晴らしき夢物語に終わると考えざるをえない。
プラハにおけるオバマ大統領の核廃絶演説は，ノーベル平和賞受賞のイ
ンパクトになった。しかし，彼は理想主義者なのであろうか。否，筆者は
そこに巧みな政治家のレトリックを感じ取る。オバマが本当に核廃絶が可
能だと信じているのならば，アメリカ大統領としては失格であろう。彼の
目的は核軍縮であって，核廃絶ではない。米露ともども現有する核兵器の
大半を廃棄しても，世界を破壊するには十分な核ポテンシャルが存在する。
不必要に多くなった核兵器の管理は不必要な管理費を増大させるのみであ
る。商店がセールで余った在庫を処分するように，彼らも在庫の一部を処
分するのだ。セールで売るわけにはいかないから，廃棄するのである。理
想主義的アドバルーンの裏側には，多くの場合現実主義的な処理が隠され
ている。核の削減には通常兵器の破壊力の高度化がセットされている。だ
から長期に見れば，攻撃の破壊力が大幅に減少されるわけではない。
パワーはエゴに由来する。狭義には家庭における父権があるし，家庭内
暴力などは家族内における最も忌むべき，より強き者の力の行使である。
会社社会に目を向けると，ピラミッドシステムの中で上下関係の権力行使，
即ち，苛め，いやがらせ，パワハラ，退職強要など小説もどきのパワーゲ
ームが展開されている。会社社会のみならず，中央官僚の世界でも，地方
公務員の世界でも，政治家の世界でも，いや，大学においてすら，総ての
社会に権力闘争が見られる。スポーツ界においては今日選手に対するコー
チの暴力指導が問題になっているし，学校においては，上級生や同級生の
苛めが自殺者を出すという事件が後を絶たない。
権力とは何か。国際政治においては，権力とは国家が保持するさまざま
なパワーの総合力である。国際関係では，他国に働きかける力，影響力，
強制力，支配力などを意味する。人間社会の権力関係は国家レベルに延長
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される。強国と弱小国の関係，豊かな国と貧しい国の関係，宗主国と植民
地の関係などに見られるように，権力関係は少なからず従属関係を包含し
ている。そして，外に向けてのパワーの行使はしばしば戦争を引き起こす。
近現代史の中から幾つかの例を挙げるまでもない。スペイン，ポルトガル
のラテンアメリカ制覇，イギリス，フランス，一部の欧州列強による植民
地帝国の確立，ロシア帝国のアジア・シベリア地域併合，大清帝国の拡大
によるチベット・新疆ウイグルなどの併合，ドイツ帝国の台頭と大英帝国
との覇権争い，アメリカによるフィリピンの植民地化，第三帝国によるヨ
ーロッパ制覇，そして日本は朝鮮を植民地化し，満州国の創設を経て中国
各地，東南アジア諸国を侵略していった。
戦力である軍隊はアンビヴァレントである。それは他国攻撃や他国支配
の道具であると同時に，他国の侵攻から自国を防衛する道具でもある。二
つの世界大戦を経て，今日193カ国が加盟している国際連合が存在し，大
国がかつてのように容易にパワーを行使できない時代になったとはいえ，
国家間の確執，小国に対する大国の横暴，覇権主義の横行などは，国際社
会が存在するかぎり今後も消滅することはないであろう。現にアジアでは
南シナ海と東シナ海において中国の覇権主義が顕著になっている。尖閣諸
島を巡る中国の領有権要求は，大国としての中国の太平洋戦略の一環であ
り，この領域における将来の大きな火種を暗示するものである。国益とパ
ワーの結合による対外政策は，国家が存在する限り永久に不滅であろう。
EU（欧州連合）は経済統合によって戦争という手段を追放したものの，
国益にもとづく加盟国間のパワーゲームと確執は依然として生き続けてい
る。中華国家の夢は国際政治における現実主義を土台にしている。「国益
範囲」の拡大と急増するパワーは，中華国家をグローバル国家としてアメ
リカの競争者に仕立て上げた。21世紀のパワーゲームは，超大国アメリカ
と超大国に変貌した挑戦国中国によって展開されるであろう。
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帝国と国際秩序
帝国とは何か。それは古くて新しいテーマであり，かつ定義は狭義なも
のから広義なものに至るまで多岐にわたる。ここで述べる帝国のイメージ
は，異なる多民族を統治し，政治的，経済的，軍事的に膨張傾向をもつ大
国であり，その際，帝政・王政・共和制は問わない。第二次世界大戦を経
てフォーマルな植民地体制が崩壊した今日では，帝国は国際政治の舞台に
おいて「間接的」な支配・影響力の拡大に甘んじてはいるが，覇権主義的
な性格は保持されている。帝国が自ら描く秩序体系を世界的に伝播してい
く衝動に駆られるのも特徴的である。今日，このような性格をもった大国
としては，アメリカと中国が挙げられる。しかし，両国の政治体制（民主
主義 vs一党独裁）と経済体制（自由な市場経済 vs共産党指導下の社会主
義市場経済）は，基本的に異なっていることは言うまでもない。
世界史に登場した，上記の定義にかなう典型的（古典的）な帝国として
は，ローマ帝国，モンゴル帝国，オスマン帝国，ハプスブルク帝国，大清
帝国，ロシア帝国，ナポレオン帝国，フランス帝国・大英帝国，ドイツ帝
国，第三帝国（ナチス帝国），大日本帝国，ソ連社会帝国（中国による命
名）などが挙げられる。いずれも領土の拡大を目指し，覇権主義を掲げ，
あるいは植民地支配を求めた。しかしアメリカ帝国の覇権メカニズムは，
上記の古典的帝国とはいささか異なっている。アメリカは米西戦争で勝利
した結果，スペインの植民地であったフィリピンを獲得して植民地支配を
一時期踏襲したが，米仏などとは違い基本的に直接的な植民地支配を求め
なかった。アメリカが推進したのは市場開放と自由貿易の推進であり，主
として間接的なパワー行使と影響力の拡大であった。
最近こうした古典的な帝国に対して，新しい帝国のイメージが登場した。
政治哲学者アントニオ・ネグリは2000年に出版した『帝国』において帝国
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のイメージを180度転換した。彼は IMF（国際通貨基金）・世界銀行・
WTO・多国籍企業・巨大メディア・国際 NGOなどはそれ自体が権力を
有し，グローバル化した今日の世界にはこのような権力がネットワークと
なって広がっており，巨大な主権と秩序を構成していることを指摘する。
つまり国家でもない，領土も持たないこれらの国際権力主体群をネグリは
帝国としてイメージしているようだ。なるほど韓国の巨大企業サムスンな
どは，国家を超えてグローバル世界に君臨し，それ自体あたかも主権を行
使しているかのように見える。国家（韓国）の中の一国家（サムスン）が
国家の枠を超えて，即ち脱韓国化して，世界市場に主権者として振舞って
いるのだ。その商法は極めて覇権的である。しかし，ネグリの言説はそれ
自体傾聴に値するとしても，それを帝国としてイメージせよというのは概
念的に少なからず混乱を巻き起こす。筆者の帝国イメージは，あくまでも
古典的なそれを基盤とし，それを現代的にアレンジしようとするものであ
る。
清朝（1616─1912）は満州族によって興された王朝で，約300年の長き
にわたって圧倒的多数派の漢民族を始め近隣諸民族を統治し大帝国を発展
せしめた。この時代に，大清帝国はチベット・東トルキスタン（今日の新
疆ウイグル）・広大な現青海省などの中西部地域・モンゴル（中国領の内
モンゴルのみならず，現独立国家モンゴル共和国を含む），さらに今日の
ロシア領である日本海西部の地域（ウラジオストック・ハバロスクなどを
含む）を統治する大帝国に成長した。今日の中国の東北地方はかつて高句
麗と領土を争った地域である。後にアヘン戦争で敗北し，西欧列強にその
領土を切り裂かれるまでは，大清帝国は近隣諸国を柵封体制に包み込み，
東アジアの支配国家として君臨した。清朝以前から，朝鮮王朝や琉球王朝
が柵封体制に組み込まれ，朝貢国家として臣下の礼を尽くしたことは周知
の通りである。
歴史上における国際秩序システムは，上記の帝国によって誘導された。
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それが主として一国が中心になっている場合もあれば，複数国家が連合的
に主体となった場合もある。後者の例としてはウィーン体制が挙げられる。
ナポレオン帝国崩壊の後で形成されたウィーン体制は英仏墺露普（後に
独）五大国の力の均衡と協調を基礎に据えたが，この五大国は多かれ少な
かれ帝国としての性格をもった。長期間の平和を維持したウィーン体制に
関しては，多くの研究者が一定の評価を与えている。国際政治学者であり，
1960／70年代に米国家安全保障問題担当大統領補佐官・国務長官を務めた
ヘンリー・キッシンジャーもその一人であった。彼の国際政治哲学には力
の均衡論の影響が強く見られる。
では国際秩序とは何か。それは第一義的には，諸主権国家が一定の国際
ルール・行動規範を共通の価値観にもとづいて共有し，それを維持しよう
とする秩序体系である。その出発点は30年戦争終結後の欧州秩序を定めた
ウェストファリア条約（1648年）とされる。それは武力による国家間紛争
を回避する国際的システムとして理解されたウェストファリア体制といわ
れるものであり，近代国際政治の幕開けとなった。国際秩序の定義・解釈
にはさまざまな説が存在するが，ここでは典型的な幾つかの例を挙げなが
ら，現在の米中二強システムに至る過程を簡単に展望してみたい。
1815年に始まるウィーン体制はナポレオン戦争の後を受けて成立し，復
活したブルボン王朝を五大国に含めることにより力のバランスと，諸王国
の価値観の共有が長期にわたる安定の土台となった。それはフランス革命
と共和制を明確に否定し，君主制統治を正統とする旧体制の復活を特徴と
した。しかし，やがて帝国主義諸国の植民地獲得競争や軍拡競争など利害
関係の違いによる五カ国体制のブロックへの分裂（英仏露 vs独墺）と，
フランス革命を出発点として欧州に浸透していった国民国家・ナショナリ
ズムの潮流が国民の総力戦たる第一次世界大戦を引き起こすのである。
第一次世界大戦後の国際秩序はヴェルサイユ体制に代表される。それは
英仏を中心として敗戦国ドイツの復活を牽制する非均衡的な国際秩序体系
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であった。米大統領ウィルソンの発案による国際連盟構想は，大国間の伝
統的な勢力均衡論にもとづく平和を否定し，諸国家の協調メカニズムの制
度化（institutionalization）を志向するものであった。そのような国際組織
を創設することが恒久平和の礎になると考えられたのである。しかし，こ
うした当初の構想は，国際舞台に登場した新しい強国アメリカの不参加に
より半身不随に陥り，やがて独伊日などのファシズム国家の反乱により崩
壊する。
ヴェルサイユ体制下における国際連盟は，ウィーン体制の時代とは異な
り，フォーマルな国際組織を成立させながらも，大国間の協調には成功せ
ず，逆に大国の不和と対立のアリーナとなった。敗戦国ドイツに対するフ
ランスの強烈な復讐主義はドイツ国民の反発を招き，ワイマール共和国の
不安定な土壌の中からナチズムが台頭し，イタリア・ファシズムとともに
第二次世界大戦を引き起こし，ヨーロッパを侵略の戦火に陥れるのである。
そしてアジア・太平洋地域においては，ファシズム三国同盟の一員たる日
本と米英中蘭が死闘を展開することになる。
第二次世界大戦後のヤルタ体制は，共産主義国家ソ連が参入したことに
より歴史上例のない異色なものとなった。ヤルタ体制は，欧州と東アジア
におけるソ連と米英を中心とした勢力圏の固定化として特徴づけられる。
しかし，当初の米英ソ協調体制は間もなく不信と対立によって風化し，政
治・経済体制の違いとイデオロギー対立が，米ソがそれぞれ同盟国を統率
し二極対立世界を形成していく契機となる。第二次世界大戦後の国際秩序
形成において，国際連合はデモクラシー，人権，諸国民の平等などの理念
の上に米英両国を核（プラスソ連）として構築された。国際連盟が内部崩
壊を遂げた歴史体験を踏まえて，国際連合は二つの機関をその中心に添え
た。それは米英仏ソ中（1971年から台湾の国民党政府から大陸の共産党政
府に代表権が移行）の五大常任理事国が核となる安全保障理事会と全加盟
国による総会である。国際連合を動かす実際の権力が五大国の手に握られ
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ていたという点では，五大国が中心となったウィーン体制に類似している
が，その違いは，国際連合が国際連盟のように「国際組織」によって平和
を確立しようとした点である。
国際連合は国際連盟よりも遥かに機能する国際機関となった。しかし，
自ら軍隊を保持せず，拒否権を持つ五大国に牛耳られた国際連合の力の限
界は明らかである。冷戦の延長線上に置かれた安保理事会は五大国の対立
に終始し，多くの国際紛争の解決に対処できなかった。国連総会はさまざ
まな平和・停戦決議を採択したが，それが当事国家によって受け入れられ
ることは稀であった。国連は必要なり，されど国連の力は脆弱であった。
大国は国連の外でいかんなく力を発揮した。それは冷戦後の今日でも同様
である。米英仏と中露の利害関係は時としてあまりにも異なり，国連はそ
の調整に苦慮している。中東紛争然り，シリア内戦然り，北朝鮮の核武装
問題然り。
同一価値観と利害関係の調節の上に平和が成り立ったウェストファリア
体制やウィーン体制とは異なって，米ソ二極体制は軍事力，皮肉なことに
核の均衡によって平和が維持された。二超大国の果てしない軍拡と対立が
第三次世界大戦には至らなかったという意味で，「冷戦」という言葉は確
かに的を射ている。両陣営の間には，互いの縄張りは侵さずという暗黙の
了解が存在していたことも熱戦にエスカレートしなかった理由の一つでも
あった。果たしてこれをコンセール（協調）の理性と言うべきか。否。米
ソ間の平和が維持されたのは，核の使用が自らにも報復のブーメランとし
て戻ってくるという恐怖の均衡が生存の理性（計算）として働いたからで
ある。核武装で固めた米ソは，相手への攻撃は自らにも同様に降りかかっ
てくるという共通認識によって「負の運命共同体」を構成したのである。
冷戦体制は過度の軍拡の結果国民経済を破産に追い込んだソ連の敗北によ
って幕引きとなる。ゴルバチョフの登場はソ連・東欧国民に民主主義・民
族意識を芽生えさせ，東欧社会主義共同体とソ連自身の解体を早めていっ
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た。そして，1989年12月，跛行的なヤルタ体制は冷戦の終焉を祝いながら
静かに幕を閉じる。
しかし社会主義ソ連を崩壊に導いたゴルバチョフとは異なり，共産党独
裁の「正統性」を死守した鄧小平の「功績」により，社会主義中国は立派
に生き残った。そして社会主義経済の超修正主義ともいうべき社会主義市
場経済の採用と外国資本の積極的導入による改革開放政策によって，その
後の中国は経済・軍事の両面において驀進的な成長を遂げ，アメリカに次
ぐ経済・軍事大国の地位を獲得した。今日の米中二大国体制は，政治シス
テムにおいて深刻な対称性を残しつつ，経済システム・経済活動において
は密度の高い協調関係を成立せしめた。市場経済とは，いわば資本主義経
済のことである。それに社会主義という冠を被せた中国の経済システムは
何と理解されるべきか。しかしその手品的パラドックスな経済理論を乗り
越えて，中国経済は外の世界との相互依存を着々と深めていった。
ソ連時代の経済システムは世界市場から隔離され，その経済活動は，一
部の貿易を除いては，社会主義圏の厚い壁の中に閉じ込められていた。そ
れに対して中国は鎖国的（アウタルキー的）な毛沢東時代の経済システム
を捨て，鄧小平の登場とともに市場の門戸を開き，進んで自らを世界経済
システムに組み込んでいった。それは必然的に米中の経済交流を活発化し，
相互依存関係を強めることとなる。これが米ソ関係と米中関係における決
定的な違いの一つである。経済の相互依存の深化は政治的・軍事的対立を
緩和する。共産党独裁下の中国社会主義体制は，皮肉なことに，社会主義
経済の対極にある市場経済の導入と世界の資本主義的経済システムへの積
極的な参入によって守られたといえよう。そしてグローバリゼーションの
波は，中国経済にテイクオフ（離陸）の機会を与えたのである。
国際秩序をパクス（pax）という別のタームからアプローチしてみよう。
パクスとはラテン語で平和を意味する。パクス・ロマーノはローマによる
平和を意味した。即ちローマ帝国の支配がその版図に平和をもたらしたと
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いうことである。19世紀はヴィクトリア女王の時代で，大英帝国が世界を
制覇しパクス・ブリタニカの時代といわれた。産業革命による工業の発展，
造船業の発展が商船と軍艦の建造を促し，イギリスの海軍力が世界を支配
する原動力となる。イギリス商船は植民地の原料を本国に運び，それを加
工して再び植民地，世界に売り込むことによって本国の富を蓄積していっ
た。パクス・ブリタニカとはイギリスの世界制覇による平和の保障という
ことである。
ならば，戦国時代を終わらせ265年の長きにわたり日本の平和を保障し
た徳川幕府時代は，パクス・トクガワとでも言うべきか。外界から自らを
遮断した鎖国体制の日本を一つの世界とし，地域を統治する各藩を地域主
権をもった小国家と仮想すれば，その上に超権力をもって日本という小世
界の平和を保障した徳川幕府は，誠にパクス・トクガワと名付けるに値し
よう。
それはさて置いて本論に戻ろう。パクス・ブリタニカの世界は，実際に
は大英帝国の独断場ではなかった。とくに世界支配を巡る英仏の覇権競争
はアメリカ大陸からアフリカ大陸，アジアに及び，両国のシーソーゲーム
が展開されていった。英国は巧妙な戦略，植民地統治の柔軟性なども含め，
総合力でフランスを凌ぎ，緒戦で有利なポジションを獲得していった。そ
れでもフランスは英国に次ぐ第二の地位を維持することに成功した。
二つの世界大戦で疲弊したイギリスは，やがて覇権大国の地位を米国に
譲らざるを得ない。そして20世紀はパクス・アメリカーナの時代となった。
圧倒的な物量と技術力を投入して第二次世界大戦を戦ったアメリカは，戦
後巨大な経済力と軍事力をもって文字通り世界の頂点に達する。しかし，
不敗とも見えたアメリカの地位は，ベトナム戦争，後のアフガン・イラク
戦争などを経て静かに揺らいでいく。そして21世紀には，改革開放で経済
的な足場を固めた中国が，時として集中豪雨な勢いで歴史上例のない速度
をもって台頭してくるのである。果たして21世紀は「中国の時代」として
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歴史に刻まれるのであろうか。
毛沢東・鄧小平の遺産
毛沢東は永久に不滅である。彼の肖像画は天安門を飾り，中国の元紙幣
に宿る。毛の文化大革命は中国共産党内部でも批判的な総括がなされはし
たが，毛沢東思想は党の最高指針として共産党の規約の中に燦然と生きて
いる。毛沢東あらずして今日の共産中国はない。毛沢東は中華人民共和国
の父であり，共産中国のジョージ・ワシントンなのである。ソ連の崩壊と
ともに地に墜ちたレーニンやスターリンとは異なって，毛沢東「北極星」
は微動だにもせず中国の天空に輝いている。
毛沢東は中国共産党に四つの遺産を残した。原爆・人口・アフリカ・第
三世界革命目標である。毛は核武装こそが大国としての絶対必要条件だと
考えた。核なしには共産党世界におけるソ連との指導権争いにも勝つこと
はできない。彼は少なくともレトリックの上では核戦争も恐れなかった。
核戦争によって当時億の人口の半数が失われても億は生き延びる，な
ぜならば中国は人口大国であるから，というわけだ。そういえば，人口の
増大は国力（生産力・軍事力）の増大だと理解した毛の積極的な人口政策
は，彼の遺産として今日14億人の中国を象徴している。ヒトラーも日本軍
部も，産めよ増やせよと，同様な人口増大政策を推進し，多産婦人は表彰
された。アメリカに大差をつけられながらも，中国は今日第二の軍事大国
であり，米露に大差をつけられながらも，第三の核保有国である。そして，
第一の人口大国である。毛沢東の遺産は立派に生きている。
毛の大躍進政策と文化大革命は何千万人という多大な犠牲の上に成り立
った。人民の餓死が日常茶飯事となった当時の状況下でも，毛はアフリカ
援助を続けた。貧困と飢餓のさなかに何故かとの批判の中でも，毛はそれ
に耳を傾けなかった。遠大な距離を超えてアフリカは毛沢東の同盟地域で
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あり，援助は将来への貴重な投資であった。種を播けばやがて実を結ぶ。
毛は不毛とも思われたアフリカの地に赤い種を播いた。そして赤い種は，
やがて農産物ではなく資源を産んだ。後述するが，今日中国とアフリカ諸
国は最も絆が太い二地域間関係を誇示している。経済大国になった中国は
経済援助を惜しまず，人的援助を惜しまず，そして見返りとしてアフリカ
の資源を手に入れ，国際政治舞台において中国への支持を得た。日本の国
連安保常任理事国立候補に当たって，日本を落とせという中国のアフリカ
工作は見事に成功したし，アジアでも同様であった。短期利益主義，気ま
ぐれ，朝令暮改的なアメリカに対して，中国は超長期戦略の国である。ア
フリカ援助という毛沢東の遺産は，今日中国指導部に忠実に引き継がれて
いる。
毛沢東はアフリカとアジアを同盟国として第三世界戦略を練った。貧し
い広大な農村が都市を包囲するという毛の農民革命戦略は，世界規模に拡
大される。毛中国はアジア・アフリカの第三世界の盟主として第一世界に
対峙する。第一世界の盟主とは「アメリカ帝国主義」そのものであった。
搾取される貧しい広大な第三世界は，搾取国である豊かな第一世界を包囲
する。第三世界は農村であり，第一世界は都市なのだ。ところがその戦略
は変更を余儀なくされる。アメリカ帝国主義以上にソ連社会帝国主義が中
国にとって脅威の存在となったからである。毛はアメリカとの敵対関係を
修復し，ソ連との対決に集中する。1970年代の初頭，世界共通の敵，生涯
の敵とまで位置づけられていたアメリカとの突然の和解は，世界を驚愕せ
しめる。昨日の敵は今日の味方という交代劇は歴史上しばしば見られるも
のである。さまざまな同盟・連合が組まれた日本の戦国時代はその典型的
なものであった。不倶戴天の敵であったヒトラーとスターリンが独ソ不可
侵条約を結んだ時も，世界は驚きを隠せなかった。
冷戦が終焉し，ソ連は解体し，ロシアは中国の脅威ではなくなった。中
国は経済・軍事大国として世界に多大な影響力を及ぼすようになった。中
226
国は世界の新興国の筆頭となり，毛の第三世界革命の夢は彼方に消え去っ
たかのように見える。しかし，毛の世界革命戦略は，実は形を変えて生き
延びてきたのである。鄧小平の修正主義は，アメリカとの直接対決ではな
く，中国市場を開放し，世界の有数な資本主義国を利用し中国経済を根本
から立て直すことにあった。経済力のある海外の国家群からの投資を促し，
その技術を習得し，国内の低賃金コストで国際競争力を強化し，大量の輸
出で外貨を稼ぎ，経済大国として浮上するという鄧の経済戦略は見事な成
果を収める。そして経済大国は軍事大国へのステップである。農村が都市
を包囲する（毛）のではなく，都市が農村を呼び込む（鄧）ことによって
都市も農村も変貌した。そして世界の工場となった中国は，間もなく世界
の市場となり，全世界を舞台に自らが投資国家に成長し，EUの一角も含
めて世界の援助国となり，今日アメリカに次ぐ経済大国に浮上した。やが
てアメリカを凌駕して中国が世界の No.1となり中国の時代が到来するな
らば，毛沢東の遺産は形を変え，クオリティを変え，数十倍の富をもって
後世に引き継がれていくことになる。
改革開放に舵を切り，経済・軍事大国の基礎を築いた鄧小平は，毛沢東
を引き継ぎ，毛に次ぐカリスマ的存在となった。今日の中国の基本的性格
は「毛鄧和合」して形作られたものである。鄧の近代化戦略は明治維新を
想起せしめる。即ち鄧は中国の鎖国体制を排し，開国政策を推進し，西洋
と日本から学ぶことによって遅れた国内の近代化を図り，富国強兵を目指
した。都市は農村を呑み込み，都市化が始まった。都市化なくして近代化
はあり得ない。経済発展において，鄧小平の時代は日本を目標に据えた。
そして胡錦濤の時代に中国は日本を抜いて第二の経済大国になり，習近平
の時代になって初めてアメリカが射程距離に入った。21世紀の世界秩序・
国際秩序は大きく変わろうとしているのだ。鄧小平の遺産は疑いなく近代
化・富国強兵である。鄧をもって中国の明治維新が始まり，近代化が始ま
る。その後の中国の近代化プロセスは超驀進的であった。即ちわずか30年
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程度の間に中国は明治・大正・昭和・平成の	階段を駆け上がっていった
のである。
カリスマの時代は，第二世代の鄧小平をもって終わる。第三世代の江沢
民，第四世代の胡錦濤は毛鄧のカリスマ性を失い，実権は人から成る党
中央政治局常務委員会の手に移る。国家主席並びに党・国家の中央軍事委
員会主席を兼務する党総書記の力は特別とはいえ，集団指導体制が顕著に
なった。中国共産党の独裁とは，今日具体的には常務委員の集団独裁なの
だ。習近平時代の夜明けとともに常任委員の数は
人となった。江沢民は
鄧小平の院政をバックに，それでもある程度の指導力を発揮した。胡錦濤
は背後から江沢民の権力操作に災いされて指導性を発揮しえず10年の任期
を終えた。しかしこの間，経済と軍事の超高度成長は続いた。
江沢民時代の中国共産党に大きな路線修正が生ずる。共産党長期政権に
よる腐敗，権力の横暴，一方的な人民支配，民主主義の欠如などによって，
民意が共産党から離れていったのは当然のことであった。だが人民は共産
党以外に選択肢をもたない。となると抗議集会や陳情，暴動にしか活路を
見い出せないことになる。毛鄧時代のカリスマ性と，共産主義イデオロギ
ーの「正統性」を錦の御旗として統治してきた政権基盤は急速に崩れてい
く。そこで民意を引きつけておくための新しいイデオロギーが必要となっ
た。それが1995年から始まった徹底した「愛国教育」である。幼稚園から
大学まで，愛国教育の対象は日本に置かれた。曰く，日本の侵略から中国
を救済したのは中国共産党である，今日の中国の独立と繁栄は共産党の賜
物である，愛すべきは共産党であり，憎むべきは日本である。鄧小平によ
って急遽造られた上海人形江沢民は，先頭に立ってナショナリズムの紅旗
を振った。
排外的なナショナリズムは，多くの場合仮想敵国があって初めて成立す
る。中国の教科書は反日教育に溢れている。幼いうちからこれだけ徹底的
に悪しき日本が頭の中に叩き込まれれば，大方の中国人は反日思想に凝り
228
固まるであろう。今日でも，年間200を超える反日戦争映画は中国の劇場
を駆け回っているという。残酷極まりない，悪行を働く侵略者の日本兵士
が，西部劇のインディアンのごとく仕立て上げられ，英雄的中国兵士によ
って殲滅されていくのだ。観衆は拍手を惜しまない。戦争博物館は日本軍
の残虐物語に溢れている。反日は中国共産党を支える国家イデオロギーと
なった。
共産主義のイデオロギー支配は失敗したが，反日愛国教育は成功した。
今日の反日運動は，すでに長い間繰り返し語られ叩き込まれてきた愛国教
育の果実なのだ。日本のトップ政治家による靖国神社参拝がなくなっても，
中国風反日教育はこれからも消え去ることはないであろう。それは中国共
産党にとって，ますます人望を失いつつある党の生存を保障する重要な操
作道具であるからだ。胡錦濤政権は結果としては大筋でこの愛国教育，反
日教育を踏襲した。中国ナショナリズムは反日というオブジェなしには成
り立たないのである。江沢民の重要な遺産の一つは，明らかに反日愛国教
育である。後任の胡錦濤にはこれという遺産がない。彼は色褪せて退陣し
た。胡錦濤派を抑えて共産党のトップに就任した習近平は，反日愛国主
義・反日民族主義を東シナ海・西太平洋進出への重要な梃子として使うで
あろう。まずもって，敵は尖閣寺にあり！
毛沢東の女房役を務めた周恩来には多くの中国民衆が親しみを抱いた。
彼は激動の時代に党内権力闘争のバランサーとして，また国際舞台におい
ても調整役として大きな役割を担った。毛沢東に粛清される危険も潜り抜
け何とか生き残ったのは，彼が No.1になる野心を持たず，国務院総理と
して常に毛を立てて No.3の地位に徹したからだ。周の尽力なしには米中
接近，日中国交回復のいずれも，あの時点での実現は難しかったであろう。
独裁体制における No.2の地位は少なからず危険を伴う。毛沢東時代の劉
少奇然り，林彪然り，鄧小平時代の胡耀邦然り，趙紫陽然り，北朝鮮の張
成沢然り。胡も趙も形式的には党総書記としてトップの地位にあったが，
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実権は法皇鄧小平の手に握られていた。
海洋大国への長征
今日の大国中国を特徴づけるものは何か。それは次の10のメルクマール
に集約されよう。人口大国・経済大国・軍事大国・（国際）政治大国・イ
ンテリジェンス大国・サイバー（攻撃）大国・汚職大国・汚染大国・格差
大国・コピー（模倣）大国。
大別すれば，外に向けての力の誇示（経済・軍事・諜報活動・サイバー
攻撃）と，内における大規模なネガティブな兆候（汚職・汚染・格差）が
混然としている大国というのが実像であろう。超高度成長の裏には格差の
拡大と，急速な工業化による大気・土壌・河川の汚染があり，性急な技術
獲得を目的にした模倣・コピーがある。知的財産権の侵害や不正な特許申
請は日常茶飯事であり，大量のコピー商品が闇市場にまかり通る。国際ル
ール，社会ルールの無視は企業から個人に至るまで止まるところを知らな
いようだ。モラルの低下は日本社会においても確実に進行している。しか
し，中国のそれとは比較にならないように思われるほど，そこには量的質
的な差が存在する。国際ルールの順守意識に乏しい中国が世界に強力な影
響力を及ぼしていくとなれば，それは世界秩序に波乱を巻き起こしていく
ことになろう。
戦後のドイツや日本の高度経済成長に比して，中国のそれは規模におい
ても，期間においても，速度においても，世界史に例をみない。当然のこ
とながら，人口大国の急変貌は大規模な経済社会構造の変化をもたらす。
鄧小平による改革開放政策の開始から2010年ごろまでの四半世紀に渡り，
中国は年平均10％という前代未聞の経済成長を遂げた。その後10％の大台
を割り込み始め，今日
％台程度の成長に留まっているとはいえ，国際基
準からみると，とてつもない高い成長率であることには違いない。
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経済の拡大が軍事の拡大をもたらし，経済大国が軍事大国に成長するの
は歴史の公式のようなものである。例外はドイツと日本の戦後であった。
日本では経済成長率と軍事予算の増大率の間には並行性は見られなかった。
軍事費は GDPの％以内に留めるという原則が働いていたし，2012年度
までの軍事予算は10年間ほとんど伸びていない。微増のプラスに転じたの
は2013，14年度である。これに対して中国の軍事予算は1989年から（2010
年を除き）2013年まで四半世紀にわたり二桁台の高成長を遂げてきた。中
国の公式国防予算は過去10年間で	倍，過去25年間では33倍以上に急増し
ている（『防衛白書』平成25年版）。今日軍事予算規模は世界第位，日本
の防衛予算の倍に当たる。ところがアメリカやその他の国家・研究機関
の計算によれば，さまざまな軍事費・軍事研究予算が国防予算以外の項目
に散在しており，実際の軍事費は公式予算額の1.5倍から倍に上ると推
定されている。さらに裾野の広い人民解放軍企業の独自事業・独自予算が
ある。これらは軍事予算には登場しない。英国戦略研究所のミリタリーバ
ランス予測によれば，2023年には中国の軍事予算はアメリカのそれと並ぶ
という。何よりも中国の軍事予算が深い秘密のヴェールに包まれ極めて不
透明であることが，さらなる不安と憶測を呼ぶのである。
経済の伸びを遥かに超える軍事予算の急成長が意味するものは何か。そ
れは軍の力が増大しているということだ。軍体験を持たずに党と国家のト
ップに躍り出た江沢民は，時を置いて軍の最高司令官たる党と国家の中央
軍事委員会主席となった。前任者は鄧小平であった。中央軍事委員会は，
副主席以下メンバー全員が制服組である。党と国家のトップといえども，
自らの権力基盤を固めるためには軍の支持が不可欠である。そこで江が取
った政策は軍部優先，軍事予算の増大であった。この軍部懐柔政策は，胡
錦濤時代にも踏襲された。その結果，軍は力を蓄え，軍事予算は聖域とし
て膨張の一途をたどった。人民解放軍は国家の軍隊ではなく，共産党の軍
隊であるという特異性がある。いわば党の私兵だ。党が軍を指導し，統率
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するというのが建前であるが，党と軍の力関係は，江沢民時代から軍に有
利に変化してきたと考えてよい。軍の要求を党が無視するのは難しい。
中国政府は共産党の伝達執行機関であり，党の完全な支配下にあるとす
れば，党に対抗できるのは軍を置いてない。そしてその軍は党からの独立
性を着々と固めているように思われる。習近平による中華民族の夢を実現
するためには，軍の協力とその強化が欠かせない。胡錦濤時代には，軍の
独自の見解発表が直接的，間接的に顕著になった。太平洋を米中で二分し
ようなどという本音とも思われるジョーク（？）が中国海軍高官から米太
平洋軍司令官に発信されたりする。これをブラックジョークだとして一笑
に付すことはできない。瓢箪から駒が出てくることもあるのだ。軍の暴走
がアジア太平洋戦争に導いたという日本の体験は，中国には当てはまらな
いであろうか。
陸海空の三軍は古典的な軍の構造であった。しかし，そうした時代は過
去のものとなった。陸海空軍に加えて，二砲（ミサイル/核兵器戦団とし
ての第二砲兵隊）・宇宙（天空一体化戦略）・電磁・サイバー（攻撃）の

軍事分野を基礎戦場とする中国軍の戦略設定はアメリカを想定したものだ。
ミサイル・核・宇宙・サイバー戦争に日本は対抗する術を持たない。世界
で最も諜報活動が容易なスパイ天国と言われているのは日本である。重要
な軍事情報や企業の秘密情報は少なからず中国に漏れていると考えてよい
だろう。中国の諜報活動はアメリカに次ぐネットワークを誇っていると思
われる。ユン・チアン作の『マオ』によれば，中国内戦において中国共産
党軍が兵力・武器ともに遥かに劣勢の中で国民党軍に勝利できたのは諜報
活動によるものであった。国民党軍の動向は，国民党政府と国民党軍の中
枢に送り込まれた多くのスパイを通じて，共産軍に逐次明らかになってい
たという。
専守防衛を基本とするわが国の防衛体制はあくまで受け身である。日本
はサイバー攻撃に対抗する防御体制を整えていない。サイバー・セキュリ
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ティに有能な人材は少ないし，養成のための予算もわずかなものである。
コンピューターが総ての作戦を左右するであろう今日，紛争が起きた時点
で日本の情報システムは麻痺しかねない。もともとアメリカ軍の情報援助
なしには自衛隊は動けないのだ。さらに，日本は本格的なインテリジェン
ス活動をおこなっていない。あるとしてもそれは初歩的な情報収集活動の
域を出ていないのだ。同じ敗戦国ドイツにかなり整備された諜報機関があ
るのとは対照的である。諜報活動どころか，日本には防諜法がなかった。
世界に類のないスパイ天国なのである。
さて米ソ冷戦の終結まで中国は大陸国家としての性格をもった。台湾解
放軍事訓練を例外として，中国の軍事活動・防衛の主体は中国国内に置か
れた。ソ連の脅威は中国を国土防衛に集中せしめたのである。しかし，ソ
連が解体し，再生ロシアからの脅威が去った21世紀に入ると，中国は海洋
国家へ向けて新しい一歩を踏み出す。大陸国家から海洋国家へ，沿海・近
海海軍から遠洋海軍への急速な再編成，それが21世紀の中国海軍の姿であ
る。そして海洋戦略はミサイル・天空・宇宙戦略と深く結び付いていく。
では海洋戦略の背景には何が存在しているのか。
「核心的利益」という中国の戦略概念がある。それはいかなる犠牲を払
っても死守されるべき中国の利益を意味している。従来それは既に中国の
一地域となっているチベットや新疆ウイグル，並びに中国に「統合される
べき」台湾を指していた。しかし，中国の膨張とともに核心的利益範囲も
拡大する。それは実質的にはさらに南シナ海・東シナ海に広がっている。
南シナ海は南沙・中沙・西沙諸島の領有権を巡って中国・ベトナム・フィ
リピン・マレーシア・台湾・ブルネイが争ってきた海域であるが，中国海
軍は武力的威嚇・武力行使をもって南シナ海のほぼ全域を支配下に収め，
この島群を統一管理する目的で三沙市を設立せしめた。総て「中国固有
の領島」であるというのである。中国を最も警戒しているのはベトナムと
フィリピンである。ベトナムは独立を果たした10世紀まで中国の支配下に
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あった。近くは1979年にも中国に侵攻されている。それは社会主義国家同
士の戦いであった。理由は，不遜なベトナムを懲罰するという鄧小平の旗
振りであった。ベトナムは圧倒的な軍事力を誇る中国と表面的には友好関
係を維持する努力を重ねつつ，警戒を怠っていない。
東シナ海においても，沖縄の尖閣諸島はいつの間にか中国の核心的利益
の対象にされてしまった。中国は領海法（1992年）を制定し尖閣諸島周辺
を中国の領海と宣言，海島保護法（2010年）の名を借りて中国近海の6000
以上の無人島を一方的に管理している。南シナ海を実質的に制覇した後の
中国海軍の目標は，次に東シナ海の内海化であり，それは激しさを伴って
既に始まっている。しかし，中国海軍が一挙に尖閣諸島を封じ込めできな
い理由は，弱体なベトナムやフィリピン海軍とは異なって，中国海軍と対
等に渡り合えると思われている海上自衛隊の存在があり，さらにそれ以上
に日米安保条約によるアメリカ軍の後ろ盾があるからだ。沖縄には米海兵
隊が駐留していることもあり，中国の尖閣奪取作戦は長きにわたるであろ
う。頻繁な領海侵犯，時としては空軍の力を借りての領空侵犯，時間をか
けて粘り強く既成事実を作り上げていくという戦略である。ゲリラ戦・持
久戦は紅軍の専売特許であった。2013年に入り，中国政府は各局が独自に
おこなってきた海上活動を国家海洋局に一元化するという態勢強化を図っ
ている。ちなみに中国公船の領海侵入は2013年延べ54日であった。
尖閣諸島の次は沖縄であろう。琉球が明朝以来の朝貢国家であったこと
は周知の通りである。琉球は中国の植民地であったという一部中国軍部の
言説も，柵封体制を準植民地体制に置き換えるならば，そうした論法もあ
り得よう。いずれにせよ中国王朝の影響下にあった琉球を島津藩が強奪し
たというのが中国の言い分であり，だから元に戻せというわけだ。中国は
既に「中国沿岸から沖縄トラフ（海溝）までを自国の大陸棚とする」とい
う内容の申請を国際機関である大陸棚限界委員会におこなっている。日中
の中間線に両国の境界を設けようとする日本の提案を中国は断固として拒
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否している。
南シナ海と東シナ海を中国の内海にしようとする海洋戦略は着々と実行
に移されている。ピッチを上げる空母建設・原子力潜水艦建設・ステルス
戦闘機開発・ミサイル戦闘能力の向上など，質量に渡る海軍関連の軍事増
強は何を意味しているのであろうか。中国海軍の段階的拡大戦略において
二つの列島線の線引きは重要である。沖縄トラフから台湾の東側を通りフ
ィリピン・インドネシアに至るラインを第一列島線とし，東京を南下し小
笠原諸島からサイパン・グアム・パプアニューギニアに至るラインを第二
列島線とする二段構えの列島線設置戦略は，やがて西太平洋への進出を目
指す重要なステップである。その際，中国の太平洋進出に地形的な障害と
なる三つの国家が存在する。日本，フィリピン，台湾である。沖縄とフィ
リピンは，中国が西太平洋に抜ける海洋ルートをそれぞれ東シナ海と南シ
ナ海の東側において遮っている。そして両国の中間には台湾が横たわる。
また北朝鮮の羅津港を足場にした中国海軍の日本海進出，さらに北極航路
への強い関心とその開拓も無視できない動きである。
同時に中国海軍の進路は西にも向けられている。それはインド洋からペ
ルシャ湾を経てアフリカに延びる海洋航路線である。中国とインドの対立
は，1959年から年間にわたって繰り広げられた中印国境紛争以来のもの
である。大国化を目指すインドは中国にとって無視できない対抗勢力であ
り，インド洋進出を狙い南アジアにおける影響力を強めようとする中国の
目の上のコブである。インドに対抗する中国のインド洋戦略は，ミャンマ
ー・スリランカ・パキスタンを繋ぐ包囲線，いわゆる「真珠の首飾り」の
固定化と機能化である。インド洋の北側に面するミャンマーとパキスタン，
さらにインドの南端に位置する島国スリランカの港湾は中国の援助のもと
に整備されており，将来中国海軍と中国商船の船舶港として重要な役割を
果たしていくであろう。中国に発し，インド洋からペルシャ湾を経てアフ
リカに至るシーレーンは，中東・アフリカからエネルギー資源・鉱物資源
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を運搬する生命線であるとともに，中国海軍のグローバルな海洋戦略にと
っても重要だ。想い起こせばこのシーレーンは，かつて鄭和が開拓した航
路でもあるのだ。歴史は現代に連結しているのである。中国の海洋戦略の
目的は次の	点に要約されよう。それは第に海外から資源を運ぶシーレ
ーンの確保，第に大国に相応しい海洋支配・中華帝国 No.1への欲求の
充足，第にアメリカとの覇権競争，第	に国内におけるさまざまな矛盾
や困難，党・政府批判を強める民衆の矛先と民衆のナショナリズムを海外
に向けさせること，である。海洋における中国海軍の長征への航海は，21
世紀をもって本格的に始まった。鄭和はその歴史的シンボルである。
歴史は繰り返される
われわれは国際政治史から何を学ぶか。アメリカ・ドイツ・日本の近代
化への発展過程，さらに帝国主義時代におけるアフリカの植民地支配の歴
史から次の四つの例を挙げたい。
1776年13州をもってイギリスから独立したアメリカはやがて北米大陸を
統一し，大陸帝国としての基盤を固めるとラテンアメリカへの覇権を強め
西半球帝国としての地位を確得する。欧州からの干渉を嫌い，新旧両大陸
相互の不干渉原則を掲げたモンロー主義（孤立主義）はアメリカの国際戦
略となった。しかし国力を固めたアメリカは20世紀に入るとセオドア・ロ
ーズベルト大統領のもとで海外へ向けて大きな戦略転換に舵を切り，力に
よる干渉主義・膨張主義が顕著になる。いわゆる棍棒外交は米西戦争での
勝利，その結果としてのフィリピン獲得に支えられ，アジア・太平洋地域
への進出となって表れ，アメリカは北米帝国・西半球帝国から海洋帝国へ
の一歩を踏み出すのである。大陸帝国アメリカから海洋帝国アメリカへの
拡大・膨張政策において，今日の中華帝国の戦略にアナロジーを見ること
はできないであろうか。
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大帝国による海洋進出への衝動と力学は歴史の常でもあった。古き海洋
帝国アメリカと新海洋帝国を目指す中国の衝突は，それが必ずしも戦争を
伴うものではないとしても，プログラム化されているように思われる。中
国が大陸帝国に留まっている限り，対立は限定的であった。しかし，中国
の大規模な海洋進出は国際関係を緊張に導かざるをえない。なるほど領
海・排他的経済領域（EEZ）という概念は国際法上存在するが，海洋はあ
まりにも広大であり，覇権の境界線は不明確，かつ無限なのだ。後進大国
が先進大国を追い上げようとするときに，大きな対立が生じることは歴史
が示してきた。先進大国は築き上げてきた権益を守ろうとし，後進大国は
その権益を突き破ろうとして衝突に至るのである。
普仏戦争におけるドイツ諸邦連合軍の勝利に次ぐドイツ帝国の成立
（1871年）は，多くの主権単位の集合体であったドイツに統一をもたらし，
新しい強固な大陸帝国を誕生せしめる。ヴィルヘルム一世のもとでの宰相
ビスマルクの巧妙な力のバランス政策は欧州列強の利害関係を調整し，欧
州にしばしの形式的な平和を保障したのである。しかし，ヴィルヘルム二
世の即位とビスマルクとの対外政策を巡る不一致，その結果としてのビス
マルクの宰相辞任は，欧州列強の力のバランスに少なからぬ変化をもたら
すことになる。ヴィルヘルム二世は海外進出，植民地獲得に乗り出し，そ
のための海軍力の増強に邁進する。旧海洋帝国イギリスと新たに海洋国家
を目指すドイツの確執は激しい建艦競争として現れ，それは第一次世界大
戦勃発の大きな原因の一つになった。先進海洋大国イギリスをアメリカに
譬え，海洋国家を目指した大国ドイツを中国に置き換えるならば，そこに
アナロジーが成立しないであろうか。国際秩序の変容は，多くの場合新興
大国が既存大国に挑戦するときに起こり，それは大きな戦争をもたらす危
険性を常に内包しているのである。
日本の近代化は富国強兵とともに遂行された。それは今日の中国の姿で
はないのか。鎖国体制から開国へ。新興日本は海外から近代化の方策を学
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び，技術を導入し，軍備の増強に努めた。日本の急速な発展と強国への道
は東アジアの力の均衡に変化を生じせしめる。大清帝国はアヘン戦争の敗
北以降，国土は欧州列強による収奪の場となり，さらに日清戦争での敗北
によって東アジアでの覇権を日本に譲る。その後朝鮮半島の帰属などをめ
ぐり日本とロシアが覇権を争い日露戦争が勃発，多大な犠牲を払いながら
も日本は大国ロシアに対し有利な講和条約を結ぶ。東郷連合艦隊がバルチ
ック艦隊を撃破したことは，日露勢力のシフトを世界に示す象徴的出来事
であり，日本は世界列強の仲間入りを果たすのである。
しかしそれから日本は宿命的な迷路に入り込んでいった。国民の熱狂的
なナショナリズムとメディアの鼓舞に支えられて，軍部の台頭が加速化し
ていった。日本の領土は国民を養うためには十分ではない，日本の狭い国
土防衛のためには防衛線を外に伸ばしていく以外ないという見解が軍部の
中に高まり，欧州列強の帝国主義的政策が軍部のモデルとなっていく。今
日の中国的表現をそのまま借用するならば，大日本帝国拡大の理論づけは
次のようなものであった。即ち，朝鮮半島は日本の「核心的利益」であり，
故にそれは日本の統治下に置かれなければならない，そして朝鮮半島の防
衛のためには，次に中国東北地方が日本の支配下に置かれなければならな
い，そのために満州国設立は日本の「核心的利益」を防衛するためのもの
である，という理屈である。
関東軍は本国政府の意向を無視して暴走し，既成事実を次々と作り上げ，
やがて日中戦争の泥沼に突っ込んでいく。そしてブレーキが利かなくなっ
た核心的利益信仰は，さらに東南アジアの制覇にエスカレートしていった。
核心的利益という名のご神託はドミノ化して支配地域を拡大し，紛争地域
を拡大し，戦域を拡大し，その結果として，大日本帝国を盟主とすべき大
東亜共栄圏はアジア太平洋戦争における日本の敗北とともに消え去るので
ある。われわれはこの侵略の歴史，加害国日本による諸国民の不幸な歴史
を忘れてはならない。これは日本が避けて通れない歴史認識である。今日
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的次元で言うならば，「植民地支配と侵略を詫びた村山談話」（1995年）は
21世紀においても日本外交の基礎である。「侵略の定義は定まっていない」
という首脳政治家の談話は国益を著しく損ねるであろう。定義を巡る学術
論争はあり得ても，それは責任ある政治家が発する言葉ではない。
「核心的利益」をドミノ化する中国の海洋戦略は，かつての日本がたど
った「あの道」と重なるところはないであろうか。不幸なことにわれわれ
の歴史体験は，形を変えながらも「歴史は繰り返される」ということであ
る。帝国の歴史にはそれなりに勢力拡大の動機や覇権力学における一般的
な法則が見られる。日本のネガティブな歴史体験を「この道はいつか来た
道」として今日の中国の覇権的台頭に重ね合わせるのは飛躍した仮説だと
いう反論が出よう。しかし，その兆候は全くないと誰が断言できるであろ
うか。中国軍部の影響力の増大は国防予算の急増と並行して着々と進行し
ている。党と軍のバランスは後者に有利にシフトしていると思われる。指
導する側（党）と指導される側（軍）が逆転する下剋上の歴史はあまりに
も多いのだ。中国内部の海洋「関東軍」が力を誇示して冒険の一歩を踏み
出さないことを祈るのみである。質量ともに中国海軍の近代化と増強はプ
ログラム化されている。増強の一途をたどる人民軍艦隊の目標像は清国艦
隊でもないし，バルチック艦隊でもない。それは米第七艦隊に匹敵する，
中国の背丈に相応した中華艦隊であろう。
19─20世紀初頭のアフリカ大陸は，英仏白西葡独伊など欧州列強の植民
地となった。そして，アジア諸国とともに，第二次世界大戦後，アフリカ
諸国の独立運動が高まる。既述したように，毛沢東中国は「アメリカ帝国
主義」への挑戦を世界革命の中心課題に据えた。中国はアジア・アフリカ
などの第三世界の盟主としてその先頭に立つ使命をもった。国内における
農民革命を成就せしめた後の毛の世界戦略は，反米・反帝国主義を掲げる
第三世界革命であった。毛沢東は苦しい財政の中からアフリカへの援助を
惜しまなかったことは既に述べた。そして毛の遺産は今日実を結び，超大
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国となった中国の援助額は当時とは比較にならない資金・物量をもってア
フリカ大陸に流れ込んでいる。米国の研究機関エイドデータによれば，
2000年から2011年までの中国のアフリカ開発援助額は
兆5000億円に上る
という（朝日新聞13/6/2）。
経済援助だけではない。人的援助と称し，大挙して押し寄せてくる中国
人はアフリカ各地に溢れている。その数約100万人，圧倒的に現場労働者
が多く，それに続くのは技術者・商社マンだ。対して日本人は万人にも
遥かに満たず，それは政府関係者や商社関係，ホワイトカラーが中心であ
る。中国の対アフリカ貿易総額は既に2009年にアメリカを抜き世界トップ
に躍り出て，2012年には20兆円を超えた。中国はアフリカに粗悪かつ安価
な雑貨から工業製品に至るまでのあらゆる製品を輸出し，逆に輸入額とい
えば90％以上が石油・天然ガス・鉱石に偏っている。今日対アフリカ貿易
総額は日本の倍，投資額は倍という数字からも読み取れるように，ア
フリカにおける日中の存在感の違いは明白である。財政困難のオバマ政権
は中国の怒濤のようなアフリカ進出に打つ手を持たない。アメリカは，旧
宗主国の欧州諸国とともにアフリカでの影響力を急速に失っている。
何故アフリカが重要なのか。アフリカといえば，従来貧困・後進地域・
内戦・飢餓を印象づけた。しかし，アフリカは今日徐々に脚光を浴びつつ
ある。現在の人口は10億人。それが2050年には20億人を超え，世界人口の
20％を占めるようになるという。人口増大地域は特にサハラ砂漠以南，即
ち黒いアフリカだ。アフリカ大陸は石油資源・鉱石資源が豊富であり，今
世紀になって経済成長が著しく，そこに将来巨大かつ有望な世界市場が出
現すると考えられている。花盛りの中国市場の次はアフリカ市場だという
わけである。中国によるアフリカ援助の急上昇と，中国企業がこの未来の
大陸に殺到する理由がここにある。中国企業にとって，賃金コストが上昇
している中国市場よりも超低賃金のアフリカへの投資は利益拡大のチャン
スである。その際人口規模が大きく，かつ資源が豊富な国は，中国にとっ
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て経済援助・開発援助の恰好なターゲットになっている。
アフリカ諸国の数は54カ国，国連加盟国の28％を占める。中国の巨大な
援助と中国最高首脳陣の度重なるアフリカ訪問と戦略的なコミュニケーシ
ョンの結果，中国は国連決議などでアフリカ諸国の支持を期待することが
できる。中国は2000年に「アフリカフォーラム」を立ち上げ，年に一度
アフリカの首脳・大臣をこの会議に招いてきた。中国の援助はこのフォー
ラムで大々的に発表され，中国とアフリカ諸国の連帯が宣伝される。中国
より早く1993年の初回以来日本が主導してきた「アフリカ会議」は既に
回を迎えているが，援助額も中国に比して少なく，しかも首脳陣がアフリ
カ訪問を極めて疎かにしてきたことも災いして，日本のアフリカ政策は遥
かに中国の後塵を拝している。人は一般的に権力と金力を持つ者に靡いて
いくものだ。国家も同様である。
勝俣誠は『新・現代アフリカ入門』の中で，中国のアフリカ援助の特徴
として，第に資源引き渡しを唯一の交換条件として資源国政府に多額の
援助を供与しており，第にその援助が多額の貸し付けとセットになった
道路や鉄道建設などのインフラ整備の形を取っている，と述べている。西
側諸国の援助と異なって，中国は被援助国における人権侵害やビジネスの
不透明性などに一切の条件・注文をつけていない。この「内政不干渉」の
原則は，民主主義が成熟せず，いまだに多くの開発独裁型の政権が支配す
るアフリカ諸国から大歓迎を受けている。勝俣の指摘を待つまでもなく，
グローバリゼーションの波に乗る中国のアフリカ政策は，アフリカ諸国の
地場産業を窮地に陥れ，自主的経済発展の芽を摘み取っている。中国の廉
価な商品はアフリカの地域産業の発展を阻害し，道路・港湾・鉄道・通信
網などの基幹インフラ事業が中国企業に丸投げされることによって現地産
業への技術の移転が阻止され，その結果中国への経済依存がさらに強まる
のである。そればかりではない。中国企業が中国労働者を大量に引き連れ
て乗り込んでくることから，地域雇用の大幅な改善が期待されない。チャ
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イナータウンは随所に作られ，現地社会から隔離された中国労働者の姿は，
地域住民には異常なものに映る。
かつて欧州列強の植民地政策は，現地で原料を安価で吸い上げ，それを
本国で加工し，付加価値を添えて植民地に売りつけることであった。モノ
カルチャー・低賃金による搾取・現地からの原料輸出と宗主国からの製品
輸入，その結果として宗主国への全般的な経済・政治的依存。一次産品を
収奪し，工業製品を売りつけるというのは，典型的かつ古典的な植民地政
策である。アメリカや欧州諸国がアフリカでの影響力を徐々に失う中で，
それに代わって新興大国の中国がアフリカで宗主国のように振舞っている
姿がそこにある。しかも労働者を本国から連れてくるというのは中国風植
民政策の特徴である。旧宗主国は現地の労働力をフルに利用した。中国の
強みは官民一体による長期にわたるアフリカ戦略と，官民一体による短期
の実行力だ。歴史は繰り返す。中国のアフリカ政策は，かつての欧州列強
をモデルとした「いつか来た道」ではなかろうか。しかし，中国のレトリ
ックは全く違う。中国とアフリカの歴史的連帯と先進諸国に対する第三世
界の団結を基盤に，アフリカ援助は中国の使命である，「中華・アフリカ
共同体」の未来に幸あれ，というものだ。
東南アジアの分断・米国の変質
ASEAN（東南アジア諸国連合）は東南アジアにおける地域経済協力・
地域政治協力の要である。それはインドネシア・マレーシア・フィリピ
ン・シンガポール・タイの先発カ国（1967年発足）とブルネイ・ベトナ
ム・ラオス・ミャンマー・カンボジアの後発カ国によって構成されてい
る。さらにその後，日中韓三国との協力関係を強め，いわゆる ASEANプ
ラスの枠組みが作られた。ASEANの人口は約億人，アジアの時代を
反映して，中国・インドと並びこの地域も高い経済成長が期待されている。
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一国では中国や日本，韓国に対抗できない東南アジアの国々がその活路を
開いていくためには，一つに纏まって共通の利益を追求していく以外道は
ない。
しかし地域協力連合体としての ASEANの緩やかな組織原則は，利害関
係を異にした複雑な加盟各国の事情を反映している。ベトナムとラオスは
社会主義国で共産党独裁，タイ，マレーシア，フィリピン，インドネシア
は今日選挙による政権交代が可能な国家である。インドネシアは長い間ス
ハルト政権下でいわゆる開発独裁型の代表国家（フィリピンもマルコス時
代の独裁政権を経験）であった。スルタンを元首に戴くイスラム教国ブル
ネイの国政は専制君主制に近い。経済的繁栄を誇るシンガポールの亜権威
主義的体制は周知のとおりである。ミャンマーはつい先頃まで軍事独裁が
続いたが，2011年からテイン・セイン大統領のもとで民主化への一歩を踏
み出した。宗教的には，タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジアなどの仏
教国，フィリピンのカトリック教国，インドネシア・マレーシア・ブルネ
イのイスラム教国があり，多くの国家で宗教を異にする少数民族を抱え，
紛争が絶えない。また歴史的に領土を巡る隣国同士の対立がある。
こうした複雑な ASEANの構造は中国につけ入る隙を与えている。中国
の ASEAN戦略をつに集約すると，まず第にこの地域への貿易の拡大，
投資などによる市場の確保，即ち経済利益の追求があり，第にこの地域
における政治的影響力の強化がある。世界戦略におけるアメリカのアジア
へのシフトに対抗して，中国は足元であるアジアを影響下に留めて置かな
ければならないと考えている。第に既述したように海洋への進出である。
それはエネルギー・鉱石・食糧資源の確保と，軍事戦略目標に叶う南シナ
海の中国化，並びに西太平洋とインド洋進出への拠点として，である。
南シナ海の制覇に中国は関係諸国の分断化戦術を用いた。即ちベトナム
とフィリピンを他の三カ国（マレーシア・インドネシア・ブルネイ）から
分断し，さらに中国に最も抵抗するベトナムとフィリピンの間に楔を打ち
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込むという二重戦術である。関係諸国は南シナ海での活動に法的拘束力を
持たせる「行動規範」策定に関して ASEANを一本化して中国との総合協
定を求めたが，中国はあくまで中国対個別関係国の二国間交渉にこだわっ
てきた。二国間交渉であれば，圧倒的な軍事力を誇る中国に如何なる国も
抵抗し得ない。ベトナムとフィリピンに対して中国は，当初共同歩調をと
っていた両国を分断し，ベトナムとの接近を演出し，フィリピンを孤立に
追い込んだ。それぞれ利害関係をもつ ASEAN諸国は軍事・経済大国を前
に白旗を上げざるをえない。強10弱の力関係は鮮明である。
ASEAN諸国における中国の最大の味方は，カンボジアのフン・セン政
権，ミャンマー，ラオスであった。1970年代の後半，最高指導者ポルポト
の恐怖政治のもとで国民の15％近くを強制労働，飢餓，収容所送り，拷問
などで虐殺したといわれる赤いクメール（カンボジア共産党）は，中国の
支援でカンボジアを制圧した。そしてベトナムの侵攻に起因するポルポト
体制崩壊まで中国はこの非人道的政権への支持を維持したのである。ベト
ナムとタイの間に位置するカンボジアは，今日中国にとって東南アジアに
おける価値ある戦略国家であり，中国は巨額な経済援助をカンボジアに注
ぎ込んでいる。
周辺国家から孤立し，先進諸国の経済制裁に苦しんできたミャンマーの
軍事政権にも中国の手厚い援助は続いた。しかし民主化が始まり，欧米，
日本などの先進諸国とのバランス政策を取り始めたミャンマーは，今日中
国一辺倒ではない。それは中国にとってカンボジアの重要性をますます高
めるものとなった。社会主義国ラオス，石油資源国ブルネイは中国との友
好関係を保っているし，中国への経済依存を強めているインドネシアも南
シナ海の紛争には努めて中立を装わざるをえない。億5000万に近い人口
を擁するインドネシアの懐柔は中国の重点戦略の一つである。東南アジア
から目を転じ，インドの西側に位置するパキスタンは伝統的に中国と友好
関係にある。インドと対立する中国は，インドと犬猿関係にあるパキスタ
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ンをインド牽制への友好国として利用しているし，さらにパキスタンは中
東に至る重要な中継国家でもある。
東南アジアにおける中国の強みは，華僑・華人共同体の存在である。世
界の華僑・華人の総数は約4000万人（2011年），その内香港・マカオを除
くアジアの華僑・華人の数は約3000万人，約75％（ロシア極東を含む）と
推定され，アジアの居住者が圧倒的である。国別統計ではインドネシア，
タイ，マレーシア，アメリカ，シンガポールが上位カ国を占める。この
地域で最も経済力を誇るシンガポールはもともと華人の国家であった。マ
レーシアはマレー系と中国系住民を主体とした国家であるが，約	分の
を占める中国系が経済の動脈を握っている。インドネシアでも％に過ぎ
ない中国系が経済界を支配しており，この両国においては，しばしば多数
派のマレー系と少数派の中国系の紛争が起きている。中国自体が巨大な経
済大国であるのみならず，東南アジアにおける華僑・華人の存在は間接的
にこの地域における中国の勢力拡大を支える役割を果たしている。
アメリカの裏庭と言われてきたラテンアメリカにおける中国の動きも活
発である。それは社会主義キューバや反米左翼政権のベネズエラ，ボリビ
ア，エクアドルなどを軸に広がっている。南米の大国ブラジルも対中関係
を強めている。ラテンアメリカへの中国の進出は，多くの国での左翼政権
の誕生に加えて，経済大国中国との関係を強めようとするラテンアメリカ
諸国のニーズの高まりが重なって容易になった。アメリカの影響からの脱
却を中国との経済交流によって果たそうとする中南米諸国の強かな戦略も
さることながら，何よりも国家主席・首相など中国首脳陣の訪問も含めて，
政治的コミュニケーションに積極的な中国首脳陣の姿勢が評価されている。
この点において，アフリカであれ，中東であれ，中南米であれ，首脳が絶
えず国会論議の人質になって動けない日本の姿とは格段の違いがある。中
国のラテンアメリカ攻勢は，伝統的にアメリカの影響下にあったこの巨大
な大陸における分断戦略の一つでもある。
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東アジアにおいては言うまでもなく北朝鮮が朝鮮半島の分断と，対日戦
略の要としても重要な役割を担っている。さらに尖閣・竹島の領土問題と
歴史認識を共通目標として韓国を懐に引き入れ，米韓・日韓の間に楔を打
ち込み，米日韓の三国連携を弱体化させようとする中国の戦略は見事とい
う他はない。朴韓国大統領が2013年月，従来の慣行を破って，訪米後日
本以前に中国を訪問し，習国家主席から超一級の歓待を受けたことはまだ
記憶に新しい。東アジアの勢力均衡下（中朝 vs米日韓）におけるこの微
妙なシフトを見逃すべきではなかろう。太平洋を米中で折半するという中
国の構想以前に，中国による地域分断戦略は全地球規模で進行しており，
米中の力の均衡は中国に有利にシフトしている。
移民大国アメリカは，さらなる新移民によって白人優位の姿を変えつつ
ある。米国勢調査局の予測では，マイノリティ民族集団の人口比は2042年
には50％を越え，2050年には54％になるという。最も増加するのはヒスパ
ニック系で2006年には既に黒人を越えた。2040年には，ヒスパニック系
23％，黒人14％，アジア系
％（2050年％）と予測されている。国際政
治学者であった故ハンチントンは，アメリカの象徴であった WASP（白
人・アングロ・サクソン・プロテスタント）体制が，特にヒスパニック系
の増大によって英語一言語から英西二言語化し，カトリックが増大してい
くことによって崩れていくプロセスを著書『アメリカの分断』の中で詳細
に述べている。その現象を分断と名付けるか，あるいは変容と名付けるか
はさて置いて，将来のアメリカの実像，外交政策，安全保障政策がエスニ
ック人口のシフトによって変化していくことは容易に想像される。
その際注目されるのはアジア系人口の増大である。特に中国系・韓国系
の人口増加に比して，日系アメリカ人の相対的減少傾向が顕著である。中
国・韓国からのアメリカ留学生の数が飛躍的に伸びる一方，日本からの留
学生は極減している。アメリカにおける年間の博士号取得者数は中国
3600人，インド2000人，韓国1000人に対して日本は200人弱に過ぎない
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（数字はノーベル化学賞受賞者・野依良治談から。朝日新聞13/10/）。尖
閣諸島を巡る日中紛争ではアメリカの中国系住民が積極的に動き，中国政
府とともにアメリカ世論に対し PRに努めたし，韓国系アメリカ人は慰安
婦問題を掲げて日本非難のキャンペーンを強め，各所で慰安婦像の設置運
動を成功させている。アジア系移民の増大と，中韓系と日系の人口構成の
変化は，アメリカにおける世論形成，外交政策に少なからぬ影響を及ぼす
であろう。中韓系のロビー活動は米政府や上下院議員に対して極めて積極
的であり，発信力は強い。同時に日本に対しては攻撃的であり，メンタリ
ティの違いもあって日系アメリカ人はこうした攻勢には押され気味である。
アメリカでも領土問題・歴史問題を掲げた中韓の日米分断戦略は効果を上
げており，このトレンドは今後も継続されていくと考えられる。現在米国
在住の華僑・華人は400万人を超えているのだ。日米同盟の将来は決して
盤石とはいえない。
G2時代─攻めの中国・守りの米国
中国の21世紀戦略は，経済・軍事・国際政治の分野でトップの地位を占
めて「中国の世紀」を作り上げようとする「夢」の実現であろう。19世紀
はイギリスの世紀，20世紀はアメリカの世紀，なれば21世紀が中国の世紀
になっても不思議はない。世界史が教えるところでは，大帝国は興亡を繰
り返し，新しい帝国は古き帝国に代わり覇権帝国に浮上する。これは客観
的な歴史認識だ。そのための必要条件は，並はずれた経済力と軍事力，人
口規模，そして既存覇権帝国の地位を奪おうとする挑戦帝国の大いなる野
心と巧妙なる戦略である。現中華帝国はこの条件を備えている。
大清帝国の版図はアジアに限られた。現中華帝国の目標は世界帝国への
道であり，そのためには既存の最強帝国アメリカを標的に据えなければな
らない。既に見てきたように，中国はアジアに多くの友好諸国を持ち，多
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くの国々を中立化し，中東やラテンアメリカでも徐々に影響力を強め，ア
フリカでは集中豪雨的進出で欧米を凌駕した。相手が独裁国家であろうと，
権威主義国家であろうと，内政干渉はしないという中国外交の原則が友好
国を拡大していくのだ。関係国家・友好国家の人権侵害は問わない，人民
弾圧も問わない，中国の国益に役立つならばそれでよい。人権などを援助
の条件として問うアメリカ外交に比して，中国外交は独裁国家・権威主義
的国家に対して限りなく開かれている。世界経済における中国の影響力は
抜群であり，世界は中国の不況，バブル崩壊が自国に跳ね返ってくること
を恐れている。世界の先進国首脳は経済界の大物を率いて大名行列のごと
く中国を訪れ，自国製品・武器の購入を中国に乞い願う。イギリス然り，
フランス然り，ドイツ然りである。北京へ北京へと草木はなびき，北京詣
では「世界の情景」となった。
共産党独裁国家故に中国が一つの意思をもって対米戦略，世界戦略を構
築できるのに対して，アメリカ政界，経済界，世論は分断され，対中政策
への統一戦略を確立し得ない。オバマ政権は迷いの渦中にあり，攻めの中
国に守りのアメリカという構図がくっきりと浮かび上がる。第期オバマ
政権は中国との融和政策を選択した。しかし中国の非協力的な姿勢にオバ
マ政権は次第に警戒心を強めた。第期に入ると，オバマ政権は再び対中
路線を融和の方向へと舵を切った。経済再建という最優先課題実現の必要
性から，アメリカは中国との経済協力を深化させざるをえない。中国は米
国債の外国保有率でトップの地位（兆2773億ドル，約125兆円。米財務
省統計2013年
月末）にあって，アメリカの財政運用に深く関わっている。
米中貿易の総額は世界第位で（2.5対で中国超黒字・米国超赤字の構
造は不変だが），米中の深い経済依存関係を象徴している。
米中のパワー・シフトは，さまざまな研究機関の発表からも伺える。
IMFによれば（2012年発表），中国の GDPは購買力平価換算で2017年に
はアメリカのそれを超えるという。米国家情報会議のGlobal trend
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2030（2012年発表）は，中国は2020年代（2030年まで）に GDP で米国
を追い越し，パクス・アメリカーナは幕を閉じるであろうと予測している。
OECDの長期経済予測（2012年発表）によれば，2060年の世界に占める
中国の GDPの割合は27.8％，インド18％，米国16.3％（ちなみに日本は
6.7％）である。中国国務院発展研究センターは，中国の GDPは2020年
前後に米国を抜いて首位になり，2030年前後には米国の1.5倍に達すると
している。国防費については，英国際戦略研究所が「ミリタリーバランス
2013」で，現在世界第位の中国の国防費が早ければ2023年にも米国と同
じ規模に達すると述べている。勿論予測であるから数字にバラツキがある
が，いずれも経済力，軍事力（予算）で中国がアメリカに追いつき，追い
越していくトレンドを示唆している。事実，中国の急ピッチの軍拡に対し
て，米国では財政難から軍事予算と兵力の大幅縮減が計画されている。米
軍の現有兵力は将来的に維持できないのだ。
他方少数派ながら，こうした大勢の予測に異議を唱える見解も存在はす
る。『中国台頭の終焉』（津上俊哉，2013）は，中国は以下のような理由か
ら GDPで米国を追い越すことはできないであろうと結論づけている。即
ち中国の数字には粉飾がある。経済成長は％程度の中成長モードに入っ
た。その％成長も可能性に過ぎない。出生率の激減，過剰投資，国営企
業と民営企業の逆転，都市・農村の二重構造などが成長を阻害するであろ
う。特に津上が注目するのは，北京・上海の出生率の低さ（0.7）である
（中国全国平均は2012年1.18）。
アメリカの時代が終わりつつあるとすると，次に到来するのは如何なる
時代であろうか。われわれはここで冷静にパワー・バランスの変化を見極
めなければならない。冷戦の末期ソ連が凋落し，冷戦後アメリカは唯一の
超大国として残った。アメリカの時代は再来したかにも思われたが，経
済・軍事における中国の急速な台頭によって，アメリカは新たな挑戦国を
迎えた。そしていま，アメリカの「静かなる」退潮と中国の「急速な」台
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頭が顕著になった。さらにアメリカと同盟関係にある欧州と日本の「静か
なる」後退によって，世界を動かしてきた G
の時代も終わり，新興国
の台頭で G20がそれに代わった。
21世紀はこれまでの13年間に世界におけるパワー・バランスのダイナミ
ックなシフトを体験してきた。中国に続いてインドの台頭があり，東南ア
ジアの ASEAN 諸国が経済成長地域に入り，既に20世紀からの韓国・台
湾・香港の興隆とあわせて，欧米とアジアの経済バランスが後者に有利に
変化した。オバマ政権のもとで，アメリカがアジア回帰を宣言したのには
二つの意味がある。それは世界経済の中心に躍り出たアジアにアメリカは
深くコミットしていくと同時に，軍事大国に成長した中国に対してアメリ
カは従来の欧州防衛中心主義からその軍事力をアジアにシフトしていくと
いう経軍二重戦略である。海軍力・空軍力の割が，軍事予算の大幅削減
の中でも，中期的にアジアに振り向けられるという。
資源大国・核兵器大国ロシアは，中国の台頭に妬みと秘かな危惧を抱き
つつ，アメリカと対抗する手段として中国との協調を装っている。国際政
治におけるロシアのプライドは，アメリカと肩を並べる大国としてのステ
ータスの維持である。しかし米露対等を装うそのプライドは，中国によっ
て急速に奪われ始めている。こうした状況の中で，今日総ての大国がアジ
アに目を向ける。アジアのブーム，アジアの世紀の始まりだ。ホームグラ
ウンドの中国とインドは当然のこととして，アメリカ，ロシア（欧州ロシ
アから極東ロシアへのシフト），EU。そしてこのアジアには，いまだに冷
戦の残骸たる朝鮮半島の分断と対立が残り，新しい火種として日中・日韓
の確執が浮上してきた。アジアは経済協力・経済発展と政治的対立の二項
を含み，捻じれ現象を内包しつつ21世紀を生きようとしている。
米中 G2が拮抗する時代を二超大国並立時代と呼ぼう。米ソ冷戦が終焉
したとき，米中拮抗時代がそれほど間を置かずに到来することを誰が予測
したであろうか。フランシス・フクヤマは『歴史の終わり』の中で民主主
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義の勝利を高らかに謳いあげ，永続する平和への希望を語った。しかし現
実はそれを厳しく否定した。ハンチントンはフクヤマを批判して，冷戦後
の対立は宗教を軸とする『文明の衝突』であろうと予言した。国際政治に
関心を持つ世界の学者の多くが（日本においては圧倒的に）ハンチントン
に反論した。筆者は多数派の反ハンチントン戦線には加わらなかった。彼
のテーゼは一理，二理あり，三理あり。ハンチントンはポスト冷戦の世界
における対立構図の洞察ではフクヤマを凌いだ。宗教の対立は国際政治に
おいて無視できない事象となった。米中の対立も文明の対立という側面を
内包している。だがハンチントンが描いた「文明圏の対立」を超えて，イ
スラム圏の「内部」そのもので「宗派対立」が顕著になってきたのが今日
の姿である。スンニ派とシーア派の確執は中東諸国における歴史・宗派対
立・国際関係の深層を示しているのだ。宗教が国際政治の重要な一部であ
ることを示唆したハンチントンの功績は大きい。
今日の「米中対立」は冷戦下の「米ソ対立」と質的な相違点がある。ソ
連社会主義圏は資本主義経済圏の外に存在していた。従って東西の経済交
流は一定限度に限られていた。それに対して，社会主義経済圏崩壊後の世
界においては，鄧小平の改革開放政策の始まりとともに，中国経済は資本
主義世界経済システムに組み込まれていった。2001年の中国のWTO参加
はそれを決定的なものにした。社会主義市場経済という名のもとに国家が
国営企業を通じて経済をコントロールする中国独特の経済体制ではあるが，
資本主義世界市場に統合された中国はアメリカ市場に喰い込み，安い労働
力を利用した安価な価格をもって貿易で超黒字を産出してドルを稼ぎ，巨
額の外貨を貯め込み，アメリカの国債を大量に購入し，ドイツ，日本を抜
いて世界 No.2の経済大国に成長した。中国の世界経済への統合と，米中
の経済依存関係の深化こそが，冷戦下の米ソ関係と今日の米中関係の決定
的な相違点である。軍備拡大には社会主義も資本主義もない。急速な経済
成長がそれを上回る軍事増強を中国にもたらした。そして経済でも軍事で
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も，中国はアメリカを射程距離に収めた。二超大国並立時代はこうして可
能になったのである。
「アメリカの時代」におけるアメリカは世界の警察官として振舞った。
アメリカの国益を他国に押し付けたり，他国の政府転覆を試みたことも少
なくはない。しかし，デモクラシー体制（括弧づきではあるが）をとるア
メリカではそれなりに自己規制という歯止めが働いた。世界の警察官はひ
とえに横暴を極めたわけではない。なるほどベトナム戦争，イラク戦争な
どの大いなる失策を伴いながらも，他国の人権抑圧を批判し，政治亡命者
を保護し，ジェノサイドを止めるべく軍事干渉もおこなってきた。理念と
道義を掲げる外交や人道的介入は，従来の歴史上の帝国とは異質のものだ。
民主国家においても警察は不法な権力の行使に走り，不祥事からも逃れら
れないものである。しかし，だからといって警察は不要だという結論には
ならない。警察が存在しない世界は極大のカオスを出現させるであろう。
世界の警察アメリカを大声で非難しながら，世界の警察の行動力に秘かに
感謝しているのが今日の矛盾に満ちた世界なのである。帝国の歴史の中で
アメリカ帝国は，従来の版図拡大的，抑圧的諸帝国とは異なった特異な存
在であった。その意味でアメリカは相対的にマイルドでソフトな帝国とい
えよう。アメリカの歴史とアメリカ型デモクラシーがアメリカ帝国の輪郭
と様式を形づくっているのである。
これに対して「中国の時代」における中華帝国は，次元の異なった輪郭
と様式を暗示する。何よりも共産党独裁国家の性格は国際関係にも表れて
こざるを得ない。独裁的な国内統治の手法，民意無視，人権無視，厳しい
言論統制，非法治国家性などの基本性格は，新しい国際秩序の様式に影響
を与えるであろう。国際秩序を形成する法的手段としての国際法は，伝統
的に欧米諸国の手になった。中国は当然のこととして，これらの欧米的伝
統・慣習，価値観を中国の国益と価値観に沿って変更する方向に舵を切る
であろう。日本に対する中国の圧力は容易に想像することができる。米中
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二者選択の中で，世界はいずれの覇権帝国を望むのであろうか。G2並立
時代の次に訪れるのは，如何なる時代であろうか。米中経済の依存関係は
短期には協調を志向するとしても，米中間には抜きがたい価値観の違いが
横たわっている。二つの覇権帝国関係は「不信の協調関係」なのであり，
この関係が永続する保障はない。中国の軍拡がさらに強まり，太平洋進出
が本格化する段階で，アメリカは中国に対する融和政策を見直すであろう。
双頭の鷲は頭を割り，洋上で睨みあう。
しかし，それは両超大国が即戦火を交える第三次世界大戦に発展してい
くことを予告するものではない。否，米ソは対立関係にありながらも戦争
という手段を行使しなかった。核による恐怖の均衡がそれを抑止したから
である。その意味で米中対立にも巨大な力のバランスという抑止力が働き，
理性の選択が優先される可能性は十二分に存在する。古典的な力の均衡論
は今日でも依然として有効である。いわゆる経済力・外交力・文化力など
のソフトパワーを重要視する学説（例えばハーバード大のジョセフ・ナ
イ）がある。勿論筆者はそれを否定しない。しかしソフトパワーを動かす
のは，背景にあるハードパワー（軍事力）なのだ。それなくしてソフトパ
ワーが独り立ちして抑止力になることはあり得ない。これが現実主義の視
点である。そして軍事力を支えるのは経済力である。ハードパワーとソフ
トパワーの間には相関関係がある。
「中国の時代」は到来するか？
オバマ政権は政治的・軍事的に中国を警戒しながらも，経済の相互依存
関係から米中関係の進展を肯定的に捉えている。そこには中国との対立を
極力抑え経済協力を通じてアメリカ経済を好転させ，政権の基盤を固めた
いという意図が強く伺える。残る任期が年を切ったオバマ政権は短期決
戦を強いられるが，習近平政権にはまだ年の長きにわたる賞味期間が保
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障されている。中国最高首脳は，特別な失策がない限り，選出されてから
年後の党大会における自動承認を経て，10年の長期切符を手にすること
ができるのだ。矛盾に満ちた G2の蜜月旅行はいつまで続くのか。確かに
中国が経済・軍事力でアメリカを凌いだときから，力関係の基調はさらに
一段と変化してゆくであろう。しかしアメリカは相対的な衰退傾向にある
とはいえ，簡単に中国に覇権帝国の座を譲るとは考えられない。アメリカ
は極めて再生能力を持った国家である。アメリカの軍事力優位の時代（特
に武器のクオリティにおいて）は，経済力で中国が No.1になった後でも
かなり長期に続くと思われる。21世紀前半は G2並立時代となり，シーソ
ーゲームは激しくなろう。しかし，最終的な帰結は世界史の判定に譲る以
外ない。No.1を追求する中国の意図と戦略は不変であっても，それが実
現されるか否かはまた別の問題である。アメリカは世界における現在のス
テータスを死守しようとするであろうし，他方中国の進撃がさまざまな理
由から阻害される可能性も決して小さくはない。次につのシナリオを予
測してみよう。
シナリオ：中国は今世紀前半，あるいは後半の初期には，文字通り経
済・軍事の両面でアメリカを凌ぎ，覇権帝国となり，「中国の世紀」が始
まる。これは民主主義国家にとっては悲劇的シナリオである。国際秩序は
中国のパワーによって大きく変容するであろう。中国は南・東シナ海を内
海とし，台湾を併合し，沖縄の帰属は危機に晒される。日本は中国経済圏
に編入される。
シナリオ：中国の国内的矛盾が深刻化し，中国の夢にブレーキがかけ
られる。共産党中央幹部・地方幹部・官僚（トップは党員）の汚職・蓄
財・横暴がますます鮮明になり，大衆の抗議運動（現在でも年間18─20万
件の抗議運動・暴動が報告されている）の加速化の中で共産党は統治政党
としての正当性を失う。人民の格差拡大はさらに進み，経済失速化の中で
全国的な動乱が強まる。ソ連崩壊は改革志向の強いゴルバチョフ書記長の
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歴史的功績もあり，比較的静かに進行した。中国では少数民族の独立運動
も勢いを得て，流血なしには済まされまい。天安門事件の数十倍の規模を
もった激突が全国的に展開される可能性も否定できない。中国分裂の危機
が訪れる。こうした状況の中で，党中央は人民の不満を外に向けるために，
海洋進出を加速化させる賭に出る。中国経済は急激な下降に向かう。中国
は米国を追い越せずという既述の津上テーゼは，このシナリオに入るで
あろう。
シナリオ：上記に見る通り，中国の後退，加えてアメリカの相対的
再生によって，現覇権帝国の地位は維持される。昔日のようなパワーを持
ったアメリカではないにしろ，No.1のステータスは相対的に揺るぎない。
シナリオ	：アメリカは長期的に衰退，中国も夢叶わず停滞を続ける結
果，世界の大国が横並びする時代が到来する。それは米中が相対的に強固
な中での米中露印欧（EU）並立時代と呼ぶべきものか。正にかつての欧
州五列強並存が今日の世界に拡大された旧ウィーン体制現代版である。日
本は世界経済においてそれなりの役割は果たすであろう。シナリオ	は
「Gゼロ」の時代である。
シナリオ：人民意識の高まりによって長期的に中国の民主化が始まる。
人民主権・言論の自由・人権擁護などが保障された国家への変質は国際緊
張を緩和する。国際的ルールを守り，国際協調を志向する民主中国は，巨
大な軍事力を保持しているとしても，もはや脅威ではない。それはアメリ
カの軍拡が日本に対して安全保障上の脅威を与えないのと同じことである。
そのとき初めて国家レベルでの日中友好という言葉が真実性を持ち，日米
安保や軍事基地問題も根本から見直すことができる。中国の変質は北朝鮮
の変質を伴うであろう。韓国主導型の朝鮮半島の統一は日韓関係を根底か
ら改善させよう。このような時代が到来して初めて「東アジア共同体」が
現実のプログラムに上ってくるであろう。真の地域共同体は EUのように
共通の民主主義的価値観を持つことが前提である。
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理想主義者はシナリオを「絵」に描くであろう。現実主義者はこの可
能性を「夢」ではないかと疑うが，シナリオも絶対不可能な夢と断じる
ことはできない。共産党はあらゆる手段を通じて民主化に抵抗するであろ
うし，それは内戦への危険性を十分含んでいるものの，あり得ないと思わ
れたソ連の崩壊があり得たという現代史の体験が想い起こされる。中国の
ゴルバチョフの登場も皆無とは言い切れない。若者の間で急増するフェイ
スブック，ツイッターなど SNS（社会交流サイト）の利用は，メディア
を独占する党の人民管理をますます困難なものにしているし，民意表明の
手段は多岐にわたるようになった。
目覚ましい成長を続けてきた中国経済にも今日陰りが出てきた。シャド
ウバンキングの驚くべき巨大な裾野の存在とともに，バブル崩壊の可能性
が囁かれている。中国の経済混乱が世界経済に与える計り知れない影響故
に，先進国も新興国も発展途上国も中国の経済減退を望まない。筆者もそ
れが短期・中期的に世界経済と中国人民に与える果てしないネガティブな
影響を百も承知している。しかし，中国の経済減速は「長期的」な視点か
ら考えると，世界にポジティブな結果をもたらすことにはならないであろ
うか。
中国経済の急速な発展がそれを上回る軍拡を可能にした。富国強兵戦略
は中国を覇権国家の方向に押し上げた。巨大な経済力が巨大な軍事力を支
え，それが海外膨張へのインパクトになっていくという悪循環は断たれな
ければならない。それに対する妙薬は中国経済の急速な減速だ。経済か安
全保障かという二者選択がここに浮上する。中国が強固な覇権帝国に成長
するのを事前に抑える道は中国経済の減速以外ない。短期・中期的な世界
経済の混乱か，長期的な安全保障の確保（国際平和）かという非対照的な
選択において，筆者は後者を夢見るのである。それは食を減じても安全保
障はより重要だという選択である。
中国の海洋進出に対して日本は如何に対処すべきかという問題は，本論
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考の主題ではない。しかし，幾つかの点を指摘しておきたい。尖閣諸島は，
たかが極小の島々という位置づけであってはならない。島々の規模と国際
政治における重要度を取り違えてはならないであろう。尖閣諸島は台湾の
独立維持とあわせて考慮されなければならないのだ。台湾の中国編入は尖
閣諸島が北京に通ずる道である。尖閣諸島の中国化は沖縄を存続の危機に
陥れる。既に現在，中国は沖縄トラフまでを中国の大陸棚として認証する
ことを要求している。
台湾は中国の粘り強い経済攻勢の結果，既に中国経済圏に組み込まれて
しまった。にもかかわらず，少なくとも台湾の政治的な独立が維持される
ことが日本の国益にとって重要である。尖閣諸島が沖縄の外堀であるとす
るならば，台湾は内堀であり（距離の遠近ではなく政治的・軍事的意味
で），尖閣諸島の中国化は，挟み撃ちされた台湾の中国編入への階段とな
る。かくして沖縄陥落のプロセスが完了する。琉球は清帝国の植民地であ
ったという言説が中国国内でさらに力強く復活してくるであろう。
尖閣諸島の中国編入によって，南シナ海に続いて東シナ海も中国の内海
となる。これによって沖縄から台湾に至るまで，太平洋進出を目指す中国
艦隊の眼前に横たわる障壁は除去される。尖閣諸島の中国帰属は「アジ
ア・太平洋地域における国際秩序の変容」と深く関わっているのである。
度重なる中国海軍・空軍の領海・領空侵犯と「尖閣諸島を含む防空識別
圏」の設定は，中国が沖縄県に本格的な侵入を開始したということである。
わが国は最悪のシナリオに備えておくべきである。日本は地形的に国土
防衛がほぼ不可能に近いほど細長く狭い列島である。海岸沿いは人口が密
集し，さらに原発が数多く立ち並ぶ。自衛隊とその装備は中国人民解放軍
とその装備を凌ぐという暴論を吐く人々がいる。専守防衛の自衛隊，しか
も隊員は中国軍の10分の，サイバー攻撃においても専守防衛の日本，貧
困な情報収集力，インテリジェンス組織なし。長期戦は不可能に等しいの
だ。狭い国土は数発のミサイル攻撃で壊滅。核兵器を使わずとも原発を狙
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えばその被害は甚大である。二つの理由で戦争は絶対に避けねばならない。
第に戦争の悲惨さをわが国は骨の髄まで体験済みである。第に日本が
勝利することは夢の夢である。となるとわが国の取るべき防衛手段は「抑
止力」を高める以外に道はない。他方，核を含めた日本の単独防衛とアメ
リカからの独立を誇らしく掲げる人々がいる。それは自殺行為だ。まず日
本は核武装を絶対にしてはならない被爆体験がある。単独防衛は夢の夢で
ある。その選択は膨大な軍事予算を必要とし，社会保障費が軍事費に容易
に吸い取られてしまうであろう。
こうしたわが国が置かれた政治的，地理的環境の中で，目下のところ唯
一の現実的な安全保障の選択肢は，日米安保条約にもとづくアメリカとの
同盟を崩さないことである。安保条約の破棄を叫ぶ人々がいる。それは現
実という現実を知らない人々である。だが日米同盟を深化させるに当たっ
て，あまりにも過大すぎる沖縄の米軍基地負担の削減，地域協定の改定は
絶対に必要である。アメリカが好き，嫌いという感情を超えて，安全保障
を巡る日本の国益が日米同盟を選択せざるを得ないということであろう。
日本領土における米軍のプレゼンスは，それ自体強力な抑止力である。
日本国憲法はいずれ改定の必要がある。憲法は永劫不変のコーランであ
ってはならない。法律は社会の変化，国際社会の変化に応じて改正される
べきものであり，憲法も例外ではない。既述したように，戦力保持を否定
する条と，戦力である自衛隊が存在しているという現実。このパラドッ
クスな条文は，国民の誰が読んでも理解できるように平易に書き改められ
なければならない。いずれかの選択が問われているのだ。自衛隊という戦
力を憲法上容認するか，自衛隊を廃止して条を残すか。集団安全保障の
是非も含めて，憲法解釈を時の政府の意を汲んだ法制局長官の見解に委ね
てはならない。
守りを固めてこそ，外交が生きてくる。国家が困難に陥ると，まずもっ
て外交，対話を，と声を高める人々がいる。誠にその通りであるが，背景
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に軍事力・経済力が欠如した外交の影は薄い。軍事力・抑止力があってこ
そ，初めて相手が交渉のテーブルに着くのである。日本外交の貧困さは周
知の通りだ。外務省には優秀な人材も少なくはない。しかし政界には外
交・安全保障を担当し得る政治家が圧倒的に少ないのである。このような
国家は，先進国では日本を置いてない。何故か。戦後の日本外交の基本は
アメリカが定めたし，平和な暮らしに慣れてきた日本人は安全保障を真剣
に考える必要がなかった。政治家も同様である。加えて外交・安全保障で
は選挙で票にならない。防衛大臣の人材で苦しんだ民主党政権は，政権末
期には政界外部の専門家に防衛大臣就任を請い願わなければならなかった。
これこそ憂うべき「日本の情景」である。
外交・防衛分野において優秀な政治家を育成することは緊急の課題であ
る。外交・安全保障に明るい首相・外相・防衛相がトップにいてこそ，外
務・防衛官僚・自衛隊は初めて潤滑に動く。道路政治家，原発崇拝政治家，
年金医療政治家，農協政治家，郵便局政治家，労組政治家は叩き売りにか
けても余りあるほど山をなしている。現在わが国が切に必要としているの
は，先見性と説得力がある数多くの外交・安全保障担当政治家である。そ
れは国家の死活に関わる問題であるからだ。
筆者の白昼夢の中で，オバマ大統領と対峙する習近平国家主席は「国際
秩序の変容」について熱を入れて語った。「21世紀は中国の時代になる」
と。習近平はオバマを正面から見据えて低い声で，しかも力強く英語で叫
んだ。Change! Yes, we can.
後記：筆者は本専修大学法学部で
年間国際政治史・地域研究（欧州）を担当
した。年前定年退職した後は執筆活動から全く遠ざかってきた。今回急に思
い立ち，本テーマをもって上記の一文を書き下ろすことになった。筆者は自身
を現実主義的リベラル派だと位置づけている。わが国では保守が改憲で中国に
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警戒的，リベラルが護憲で中国により寛容的というような色分けがあるようだ。
筆者はリベラルでありながら改憲論者かつ中国警戒論者である。如何なる政党
が政権を担当しているかとは関係なく，時代の変化を顧みない憲法原理主義に
は原理的に反対なのである。その意味でリベラル派の中では極めて少数派に属
するのであろう。
筆者の安全保障に対する基本的な考え方は25年にわたるドイツ滞在で固定さ
れたものである。欧州では保守であれ，社民であれ，リベラルであれ，安全保
障・外交では大きな差は存在しない。安全保障は右とか左とかの問題ではなく，
安全保障の問題，国益の問題なのである。西欧諸国は，如何なる政権であれ
（冷戦時代の共産党を除いて）NATOにおいて統一行動をとり，アメリカとの同
盟関係を深めた。彼らが何よりも恐れたのは米軍の西欧撤退であった。西欧諸
国だけでの防衛は全く成り立たなかったからである。もう一つ長期のドイツ滞
在中に確信に至ったのは，戦後日本の平和維持はなかんずく日米安保条約にも
とづく米軍のプレゼンスであって，いわゆる「平和憲法」故ではないというこ
とである。この考えは今日でも些かも揺るぎない。
本論考校正のさなか安倍総理の靖国神社参拝が報じられた。その抜き打ち参
拝はわが国を取り巻く国際関係をより複雑化すること以外にどのような効果を
もたらしたのであろうか。この参拝は総理自らの外交戦略並びに国際政治感覚
の不在を示したことにはならないか。中韓からの「倍返し」は覚悟の上だった
としても，総理の電撃参拝にはアメリカも失望の意を表明している。総理の行
動は，わが国による先の戦争責任の否定・東京裁判の否定・戦後秩序の否定の
証として受け取られかねない。それを警戒することにおいては，旧戦勝国の米
中露三国の間に（利害関係の違いによる反応の強弱はあるが）ある種の共通点
が存在するのだ。総理が靖国神社の前で不戦を誓ったと世界に向かって丁寧に
説明したとしても，先の戦争を扇動・指揮しアジアの諸国民に甚大な被害と不
幸をもたらした A級戦犯も参拝の対象に含まれているという矛盾を納得させる
ことは困難であろう。総理の靖国神社参拝原理主義は，国内向けには多くの支
持者の喝采を浴びたが，対外政策の観点からは国益に合致しない。現実主義的
視点から遊離した理念型政治は，しばしば外交において自らを呪縛するリスク
を内包しているのである。
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本論考は中国の台頭による21世紀の国際秩序の変容を，筆者が本学部で担当
した「国際政治史」の文脈から分析しようと試みたものである。ノスタルジー
は皆無だと言えば嘘になる。ノスタルジーとは，焼きついた「過去の情景」で
ある。
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